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Ⅵ-2-11-2-2-6 見学者ギャラリー室竜巻防護扉の耐震性についての 

計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方

針」にて設定している耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である見学者ギャラリー

室竜巻防護扉が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認すること

で，上位クラス施設である原子炉建屋エアロックに対して，波及的影響を及ぼさないこ

とを説明するものである。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

見学者ギャラリー室竜巻防護扉は，図 2－1 の位置関係図に示すように，上位クラス

施設である原子炉建屋エアロックの南側に設置されており，転倒時に原子炉建屋エア

ロックに対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

T.M.S.L.34.3m                       T.M.S.L.31.7m 

 

図 2－1 見学者ギャラリー室竜巻防護扉と原子炉建屋エアロックの位置関係図 
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2.2 構造計画 

表 2－1 に見学者ギャラリー室竜巻防護扉の構造計画を示す。見学者ギャラリー室

竜巻防護扉は，原子炉建屋エアロック（T.M.S.L.34.3m）の南側に設置され，扉部と鋼

板部から構成される。 

それぞれの部位について構造計画を表 2－1 に，使用材料を表 2－2 に示す。 

扉部は，片開き型の鋼製扉とし表側鋼板の背面に芯材を配した構造である。また，

アンカーボルトによって躯体に固定された扉枠に対し，ヒンジ及び締付装置によって

扉本体を扉枠に固定することで支持する構造とする。 

鋼板部は，鋼製板，芯材（水平材，鉛直材），枠材及びアンカーボルトから構成され，

アンカーボルトにより躯体と枠材を固定する構造とする。 

見学者ギャラリー室竜巻防護扉の概略構造図を図 2－2 に示す。 

 

表 2－1 見学者ギャラリー室竜巻防護扉の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

扉部は，扉開放時におい

ては，ヒンジにより扉が

扉枠に固定され，扉閉止

時においては，ヒンジ及

び締付装置により扉と扉

枠が一体化する構造とす

る。 

扉枠はアンカーボルトに

より躯体へ固定する構造

とする。 

鋼板部は，鋼製板を芯材

（水平材，鉛直材）が支持

し，枠材で固定するもの

とし，枠材をアンカーボ

ルトにより躯体へ固定す

る構造とする。 

扉部は，片開き型の鋼製

扉とし，鋼製の表側鋼板

に芯材を取付け，扉に設

置された締付装置を鋼製

の扉枠に差込み，扉と扉

枠を一体化させる構造と

する。また，扉と扉枠の接

続はヒンジを介する構造

とする。 

鋼板部は，鋼製板，芯材

（水平材，鉛直材），枠材

及びアンカーボルトにて

構成する。 

 

 

図 2－2 
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図 2－2 見学者ギャラリー室竜巻防護扉の概略構造図 
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表 2－2 見学者ギャラリー室竜巻防護扉の使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

扉部 

表側鋼板   

芯材   

ヒンジ 

ヒンジ板  
 

 

ヒンジピン   

ヒンジボルト   

アンカーボルト   

鋼板部 

鋼製板   

芯材  
 

アンカーボルト   
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2.3 評価方針 

見学者ギャラリー室竜巻防護扉の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそ

れのある下位クラス施設の耐震評価方針」の「3. 耐震評価方針」に従い実施する。 

評価については，「2.2 構造計画」に示す見学者ギャラリー室竜巻防護扉の部位を

踏まえ，「4.1 評価対象部位」にて設定する部位において，「3. 固有振動数及び設計

用地震力」にて算出した固有振動数に基づく設計用地震力により算出した応力等が評

価基準値内に収まることを，「4. 耐震評価方法」にて示す方法にて確認することで実

施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。地震荷重の設定については，Ⅵ-2-2-1

「原子炉建屋の地震応答計算書」により得られた基準地震動Ｓｓによる結果を用いる。 

見学者ギャラリー室竜巻防護扉の耐震評価フローを図 2－3 に示す。 
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図 2－3 見学者ギャラリー室竜巻防護扉の耐震評価フロー 

 

 

  

基準地震動Ｓｓ 

固有値解析 

設計用地震力＊ 

Ⅵ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」 

（水平，鉛直方向の応答加速度） 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

・応力算定方法 

・断面検定方法 

評価条件の設定 

評価対象部位の設定 

耐震評価 

注記＊：材料物性の 

不確かさを考慮する。 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造設計規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建築

学会，1999 改定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

（以下「Ｓ規準」という。） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４６０１・補

-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会） 
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2.5 記号の説明 

扉部の耐震評価に用いる記号を表 2－3 に，鋼板部の耐震評価に用いる記号を表 2－

4 に示す。 

 

表 2－3 扉部の耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｓｓ kN 基準地震動Ｓｓによる地震荷重 

ｗｓｓ kN/m 表側鋼板又は芯材に作用する単位長さ当たりの等分布荷重 

Ｗ１ kN スラスト荷重 

Ｇ１ kN 扉の重量 

ｗａ kN 扉枠の重量 

ｋＨ － 水平震度 

ｋＵＤ － 鉛直震度 

Ｆ１ kN 転倒力 

Ｆ１ａ kN 扉と扉枠の重量を含んだ転倒力 

Ｌ１ mm 表側鋼板の長辺長さ 

Ｌ２ mm 表側鋼板の短辺長さ 

Ｌ３ mm 芯材の全長 

Ｌ４ mm 扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ５ mm ヒンジ芯間距離 

Ｌ６ mm ヒンジ板の 2 軸間距離 

Ｌ７ mm ヒンジ板と受板間距離 

ＬＤ mm 扉の幅 

ＨＤ mm 扉の高さ 

Ｂ mm 芯材の負担幅 

Ｍ kN・m 曲げモーメント 

Ｔ kN 引張力 

Ｑ kN せん断力 

ｎ１ 本 ヒンジボルトの本数 

ｎ２ 本 ヒンジ側アンカーボルトの本数 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

ｘ N/mm2 組合せ応力度 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａｓ mm2 せん断断面積 

Ｔｄ kN アンカーボルト 1 本当たりの引張力 

Ｑｄ kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 

Ｔａ kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑａ kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 
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表 2－4 鋼板部の耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ＦＨ kN 設計用水平地震力 

ｋＨ － 水平震度 

ｗｓｓ kN/m 鋼製板又は芯材に作用する単位長さ当たりの等分布荷重 

Ｓｓ kN 基準地震動Ｓｓによる地震荷重 

Ｇ２ kN 鋼板部の重量 

ｗｈ’ kN/m 鋼板部にかかる水平荷重 

Ｌ８ mm 鋼製板の短辺長さ 

Ｌ９ mm 評価の対象とする鋼製板の短辺長さ 

Ｌ 10 mm 芯材の負担幅 

Ｌ 11 mm 芯材全長 

Ｈ mm 鋼製板の高さ 

Ｍ kN・m 曲げモーメント 

Ｑ kN せん断力 

ｎ３ 本 アンカーボルトの本数 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

ｘ N/mm2 組合せ応力度 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａｓ mm2 せん断断面積 

Ｔｄ kN アンカーボルト 1 本当たりの引張力 

Ｑｄ kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 

Ｔａ kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑａ kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 
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3. 固有振動数及び設計用地震力 

3.1 固有振動数の計算方法 

見学者ギャラリー室竜巻防護扉の構造に応じて解析モデルを設定し，固有振動数を

求める。扉部と鋼板部の芯材の固有振動数を算出する。 

 

3.1.1 解析モデルの設定 

扉部は，表側鋼板及び芯材の組合せにより剛な断面を有しているとともに，ヒ

ンジ及び締付装置部により扉と扉枠を固定する構造であることから，扉閉止時に

ついては両端固定はりに，扉開放時についてはヒンジ，自由端はりに単純化した

モデルとし，モデル化に用いる芯材の長さは扉幅とする。 

鋼板部は，鋼製板及び芯材の組合せにより剛な断面を有している構造であるこ

とから，両端固定はりに単純化したモデルとし，モデル化に用いる芯材（鉛直材）

の長さは鋼製板の高さとする。図 3－1 に解析モデルを示す。 
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図 3－1 見学者ギャラリー室竜巻防護扉の固有値解析モデル 
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3.1.2 記号の説明 

固有振動数算出に用いる記号を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 固有振動数 

Ｌ mm モデル化に用いる芯材の長さ 

Ｅ N/mm2 ヤング率 

Ｉ mm4 断面 2 次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

 

3.1.3 固有振動数の算出方法 

固有振動数ｆを「土木学会  構造力学公式集」に基づき以下の式より算出する。

ここで，固有振動数は水平方向（扉部及び鋼板部の面外方向）について算出する

ものとし，鉛直方向（扉部及び鋼板部の面内方向）については，鉛直方向の軸剛

性が，面外方向の剛性に比べて十分に大きいため，固有振動数の算出を省略する。 

モデル化の対象は，扉部の芯材及び，鋼板部の芯材（鉛直材）とする。 

 

(1) 扉部（扉閉止時），鋼板部 

両端固定はりモデル（芯材をモデル化） 

ｆ＝
4.73002

2πＬ
2

ＥＩ・106

ｍ
 

 

(2) 扉部（扉開放時） 

扉開放時において扉部は，面外方向については剛体モード（固有振動数がほぼ

ゼロ）となり，これに伴う荷重の増幅は生じないことから，本評価においては芯

材が自由振動するものとして，下記の評価式にて固有振動数を算出することとし

た。 

 

ヒンジ，自由端はりモデル（芯材をモデル化） 

ｆ＝
3.92662

2πＬ
2

ＥＩ・106

ｍ
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3.2 固有振動数の計算条件 

見学者ギャラリー室竜巻防護扉の固有振動数の計算条件を表 3－2 に示す。 

 

表 3－2 固有振動数の計算条件 

評価部位 

長さ 

Ｌ 

 

(mm) 

ヤング率 

Ｅ 

 

(N/mm2) 

断面 2 次 

モーメント 

Ｉ 

(mm4) 

質量分布 

ｍ 

 

(kg/m) 

扉部     

鋼板部     

 

3.3 固有振動数の計算結果 

見学者ギャラリー室竜巻防護扉の固有振動数の計算結果を表 3－3 に示す。固有振

動数は 20Hz 以上であり，剛構造であることを確認した。 

 

表 3－3 固有振動数の計算結果 

評価部位 

固有振動数 

ｆ 

(Hz) 

扉部（閉止時）  

扉部（開放時）  

鋼板部  
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3.4 設計用地震力 

「3. 固有振動数及び設計用地震力」に示したとおり，見学者ギャラリー室竜巻防

護扉の固有振動数が 20Hz 以上であることを確認したため，見学者ギャラリー室竜巻

防護扉の耐震評価で用いる設計震度は，材料物性の不確かさを考慮したものとしてⅥ

-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」によることとし，耐震評価で用いる設計震度

を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 設計震度 

名称 
基準地震動Ｓｓの設計震度 

水平震度＊ 鉛直震度 

見学者ギャラリー室 

竜巻防護扉 
1.35 0.994 

注記＊：NS 方向と EW 方向の大きい方を採用する。 
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4. 耐震評価方法 

4.1 評価対象部位 

評価対象部位は，「2.2 構造計画」に示す見学者ギャラリー室竜巻防護扉の構造上

の特徴を踏まえ扉部と鋼板部に分けて選定する。 

 

4.1.1 扉部の評価対象部位 

基準地震動Ｓｓによる地震荷重により扉部に生じる慣性力は，表側鋼板，芯材，

ヒンジ（ヒンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト）及び締付装置部から扉枠に伝わ

り，扉枠を固定するアンカーボルトを介して躯体に伝達される。ここで，締付装

置部は損傷しても見学者ギャラリー室竜巻防護扉が転倒しないこと，扉枠はアン

カーボルトの大半が損傷しない限り転倒・脱落しないことから，評価対象部位を

表側鋼板，芯材，ヒンジ及びアンカーボルトとする。また，アンカーボルトに発

生する応力が最大となる状態で評価を行うことを考慮し，扉が 0°，90°又は

180°の開閉状態における評価を行うとともに，地震荷重の作用により応力が集中

する扉の状態を踏まえ，ヒンジ側アンカーボルトを評価対象とする。 

 

4.1.2 鋼板部の評価対象部位 

鋼板部の評価対象部位は，自重及び地震に伴う慣性力が，鋼製板及び芯材（水

平材，鉛直材）から枠材及びアンカーボルトへ伝わり，アンカーボルトを介して

躯体に伝わることから，鋼製板，芯材（鉛直材）及びアンカーボルトとする。 

なお，芯材（水平材，鉛直材）及び枠材については，材質と断面形状が同一で

あるため，地震荷重の負担面積が最も大きい芯材（鉛直材）を評価対象とする。 
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.2.1 荷重の組合せ 

見学者ギャラリー室竜巻防護扉の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ 

ここで， 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

Ｓｓ ：基準地震動による地震荷重(kN) 

 

4.2.2 荷重 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として見学者ギャラリー室竜巻防護扉の自重を考慮する。自重は「4.5 

評価条件」に示す。 

 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「3. 固有振動数及び設計

用地震力」で設計した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで， 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重(kN) 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

ｋ ：設計震度 
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4.3 許容限界 

4.3.1 扉部 

(1) 表側鋼板，芯材，ヒンジ 

鋼材の許容応力度は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス

施設の耐震評価方針」に記載の許容限界に基づき，表 4－1 のとおり設定する。 

 

表 4－1 鋼材の短期許容応力度 

材質＊1 

短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ せん断 

 235 135 

 215 124 

 345 199 

 651 375 

注記＊1 ：許容応力度を決定する場合の基準値Ｆは，日本産業規格（ＪＩＳ）に基づく。 

＊2 ：t は板厚を示す。 

 

(2) アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は，「4.1 評価対象部位」に記載したアンカーボルトに

作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学

会，2010 改定）」に基づき算定する。 

地震荷重を考慮する場合のアンカーボルトの許容応力を表 4－2 に示す。 

評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルト

の降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，小さい値を採用す

る。せん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決まる許

容応力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる許容応力及びコーン状破

壊により決まる許容応力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 4－2 アンカーボルトの短期許容荷重 

材質 
短期許容荷重（kN） 

引張 せん断 

 40.6 40.3 
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4.3.2 鋼板部 

(1) 鋼製板，芯材（鉛直材） 

鋼材の許容応力度は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス

施設の耐震評価方針」に記載の許容限界に基づき，表 4－3 のとおり設定する。 

 

表 4－3 鋼材の短期許容応力度 

材質＊1 

短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ せん断 

 235 135 

注記＊1 ：許容応力度を決定する場合の基準値Ｆは，日本産業規格（ＪＩＳ）に基づく。 

＊2 ：t は板厚を示す。 

 

 

(2) アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は，「4.1 評価対象部位」に記載したアンカーボル

トに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日

本建築学会，2010 改定）」に基づき算定する。 

地震荷重を考慮する場合のアンカーボルトの許容応力を表 4－4 に示す。 

評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボ

ルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，小さい値

を採用する。せん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度に

より決まる許容応力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる許容応

力及びコーン状破壊により決まる許容応力を比較して，いずれか小さい値を採用

する。 

 

表 4－4 アンカーボルトの短期許容荷重 

材質 
短期許容荷重（kN） 

引張 せん断 

 39.3 26.5 
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4.4 評価方法 

4.4.1 扉部の応力算定 

自重，地震荷重（水平方向及び鉛直方向）を受ける表側鋼板，芯材に生じる曲

げ応力，せん断応力，ヒンジに生じる曲げ応力，せん断応力並びにアンカーボル

トに生じる引張力，せん断力に対する確認を行うに当たり，各荷重により生じる

曲げモーメント，せん断力，引張力を次式により算定する。 

 

(1) 表側鋼板 

表側鋼板に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端固定の一方向版として算定

する。表側鋼板に作用する荷重の例を図 4－1 に示す。 

 

Ｍ＝ｗｓｓ・（Ｌ２・10-3）2／12 

Ｍ ：表側鋼板の最大曲げモーメント(kN・m) 

ｗｓｓ ：表側鋼板に作用する単位長さ当たりの等分布荷重(kN/m) 

Ｌ２ ：表側鋼板の短辺長さ(mm) 

ここで，ｗｓｓ＝Ｓｓ／（Ｌ１・10-3） 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重(kN)（＝Ｇ１・ｋＨ） 

Ｌ１ ：表側鋼板の長辺長さ(mm) 

Ｇ１ ：扉重量(kN) 

ｋＨ ：水平震度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

                                                       

 

図 4－1 表側鋼板に作用する荷重の例  
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(2) 芯材 

芯材に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端単純支持の梁として算定する。

芯材に作用する荷重の例を図 4－2 に示す。 

 

Ｍ＝ｗｓｓ・（Ｌ３・10-3）2／8 

Ｍ：芯材の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｑ＝ｗｓｓ・（Ｌ３・10-3）／2 

Ｑ：芯材の最大せん断力(kN) 

ここで， 

ｗｓｓ＝Ｓｓ・Ｂ／（ＬＤ・ＨＤ・10-3） 

ｗｓｓ ：芯材に作用する単位長さ当たりの等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重(kN)（＝Ｇ１・ｋＨ） 

Ｇ１ ：扉重量(kN) 

ｋＨ ：水平震度 

Ｂ ：芯材の負担幅(mm) 

ＬＤ ：扉の幅(mm) 

ＨＤ ：扉の高さ(mm) 

Ｌ３ ：芯材全長(mm) 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 芯材に作用する荷重の例 

  

ｗｓｓ 

Ｌ3 
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(3) ヒンジ 

ヒンジは，ヒンジ板，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，次式に

より算定するスラスト荷重（回転軸線方向荷重）及び転倒力から，各部材に発生

する応力を算定する。ここで，扉の重量は 2 箇所のヒンジで支持することから，

ヒンジに生じる転倒力には，扉上半分の重量を慣性力として作用させるものとす

る。ヒンジに生じる荷重の例を図 4－3 に示す。 

 

Ｗ１＝Ｇ１＋ｋＵＤ・Ｇ１ 

Ｆ１＝Ｗ１・Ｌ４／Ｌ５＋ｋＨ・Ｇ１／2 

 

Ｗ１ ：スラスト荷重(kN) 

Ｇ１ ：扉重量(kN) 

ｋＨ ：水平震度 

ｋＵＤ ：鉛直震度 

Ｆ１ ：転倒力(kN) 

Ｌ４ ：扉重心とヒンジ芯間距離(mm) 

Ｌ５ ：ヒンジ芯間距離(mm)  

 

a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる応力は，次式により算定する。ヒンジ板に生じる荷重の例

を図 4－4 に示す。 

 

Ｍ＝Ｗ１・Ｌ６・10-3 

Ｍ ：ヒンジ板の最大曲げモーメント(kN・m)  

Ｗ１ ：スラスト荷重(kN) 

Ｌ６ ：ヒンジ板の 2 軸間距離(mm) 

 

Ｑ＝Ｗ１ 

Ｑ ：ヒンジ板の最大せん断力(kN) 

 

 

  

図 4－3 ヒンジに生じる荷重の例 

図 4－4 ヒンジ板に生じる荷重の例 

Ｌ 4 

Ｆ 1 

Ｌ 5 

Ｆ 1 

Ｗ 1 

Ｗ 1 
Ｌ 6 

ヒンジ板 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 
受板 
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジピンに生じる荷重

の例を図 4－5 に示す。 

 

Ｍ＝Ｆ１・Ｌ７・10-3 

Ｍ ：ヒンジピンの最大曲げモーメント(kN・m)  

Ｆ１ ：転倒力(kN) 

Ｌ７ ：ヒンジ板と受板間距離(mm) 

 

Ｑ＝Ｆ１ 

Ｑ ：ヒンジピンの最大せん断力(kN) 

 

 

 

c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジボルトに生じる

荷重の例を図 4－6 に示す。 

 

Ｑ＝ （Ｗ１／ｎ１）2＋（Ｆ１／ｎ１） 2 

Ｑ ：ヒンジボルトの最大せん断力(kN)  

Ｗ１ ：スラスト荷重(kN)  

Ｆ１ ：転倒力(kN) 

ｎ１ ：ヒンジボルトの本数(本) 

 

  

図 4－5 ヒンジピンに生じる荷重の例 

図 4－6 ヒンジボルトに生じる荷重の例 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

受板 

ヒンジ板 

Ｆ 1／ｎ 1 

Ｗ 1／ｎ 1 
ヒンジボルト 
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(4) アンカーボルト 

アンカーボルトに生じる応力は，「4.1.1 扉部の評価対象部位」に基づき，地

震荷重を考慮する場合はヒンジ側のアンカーボルトで荷重を負担するものとして

算出する。ここで，アンカーボルトに作用する荷重は，引張力又はせん断力とし

て作用する。評価対象のアンカーボルトの範囲は図 4－7 に示すとおり，転倒力が

作用するヒンジ付近に限定し，扉枠の慣性力は扉枠全体の重量の 1/2 を評価にお

いて考慮する。また，扉の開放角度ごとの荷重の作用状況を図 4－8 に示す。 

 

Ｆ１ａ＝Ｆ１＋ｋＨ・ｗａ／2 

Ｆ１ａ ：扉と扉枠の重量を含んだ転倒力(kN) 

Ｆ１ ：転倒力(kN) 

ｋＨ ：水平震度 

ｗａ ：扉枠の重量(kN)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        

 

  

  

  

 

図 4－7 地震荷重を考慮する場合のヒンジ側アンカーボルトに生じる荷重の例 
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図 4－8 扉の開放角度別の荷重の作用状況  
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4.4.2 扉部の断面検定 

各部材に生じる応力より算定する応力度等が，許容限界値以下であることを確

認する。なお，異なる荷重が同時に作用する部材については，組合せを考慮する。 

 

(1) 表側鋼板 

表側鋼板に作用する最大曲げ応力度σ 

σ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：表側鋼板の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：表側鋼板の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：表側鋼板の断面係数(mm3) 

 

(2) 芯材 

a. 芯材に作用する最大曲げ応力度σ 

σ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：芯材の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：芯材の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：芯材の断面係数(mm3) 

 

b. 芯材に作用する最大せん断応力度τ 

τ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：芯材の最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：芯材の最大せん断力(kN) 

Ａｓ ：芯材のせん断断面積(mm2) 
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(3) ヒンジ 

a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ規

準」に基づく次式により算定し，ヒンジ板の短期許容応力度以下であることを

確認する。 

 

ｘ＝ σ
2
＋3・τ

2
 

ｘ ：組合せ応力度(N/mm2) 

ここで， 

σ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：ヒンジ板の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：ヒンジ板の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：ヒンジ板の断面係数(mm3) 

 

τ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：ヒンジ板の最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：ヒンジ板の最大せん断力(kN) 

Ａｓ ：ヒンジ板のせん断断面積(mm2) 
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ

規準」に基づく次式により算定し，ヒンジピンの短期許容応力度以下であるこ

とを確認する。 

 

ｘ＝ σ
2
＋3・τ

2
 

ｘ ：組合せ応力度(N/mm2) 

ここで， 

σ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：ヒンジピンの最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：ヒンジピンの最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：ヒンジピンの断面係数(mm3) 

 

τ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：ヒンジピンの最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：ヒンジピンの最大せん断力(kN) 

Ａｓ ：ヒンジピンのせん断断面積(mm2) 

 

c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し，ヒンジボルトの短

期許容応力度以下であることを確認する。 

 

τ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：ヒンジボルトの最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：ヒンジボルトの最大せん断力(kN) 

Ａｓ ：ヒンジボルトのせん断断面積(mm2) 
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(4) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力又はせん断力を算定し，アンカーボ

ルトの許容荷重以下であることを確認する。 

 

Ｔｄ／Ｔａ≦1.0 

ここで，Ｔｄ＝Ｆ１a／ｎ２ 

Ｔｄ ：アンカーボルト 1 本当たりの引張力(kN) 

Ｔａ ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 

Ｆ１ａ ：扉と扉枠の重量を含んだ転倒力(kN) 

ｎ２ ：ヒンジ側アンカーボルトの本数 

 

Ｑｄ／Ｑａ≦1.0 

ここで，Ｑｄ＝Ｆ１ａ／ｎ２ 

Ｑｄ ：アンカーボルト 1 本当たりのせん断力(kN) 

Ｑａ ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

Ｆ１ａ ：扉と扉枠の重量を含んだ転倒力(kN) 

ｎ２ ：ヒンジ側アンカーボルトの本数 
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4.4.3 鋼板部の応力算定 

自重，地震荷重（水平方向及び鉛直方向）を受ける鋼製板，芯材に生じる曲げ

応力，せん断応力，並びにアンカーボルトに生じるせん断力に対する確認を行う

に当たり，各荷重により生じる曲げモーメント，せん断力を次式により算定する。 

鋼板部に生じる力の概念図を図 4－9 に示す。 

 

  

図 4－9 地震時の鋼板部に生じる力の概念図 
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図 4－10 評価の対象とする鋼製板  

 

 

(1) 鋼製板 

図 4－10 に示すとおり，鋼製板が荷重を負担する範囲が最も大きくなり，評価

上最も厳しい条件となるよう評価を実施する。 

 

a. 基準地震動Ｓｓによる地震荷重Ｓｓ 

Ｓｓ＝Ｇ２・ｋＨ 

ここで， 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重(kN) 

Ｇ２ ：鋼板部の重量(kN) 

ｋＨ ：水平震度 

 

b. 鋼製板に作用する単位長さ当たりの等分布荷重ｗｓｓ 

ｗｓｓ＝Ｓｓ／（Ｌ８・10-3） 

ここで， 

ｗｓｓ ：鋼製板に作用する単位長さ当たりの等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重(kN) 

Ｌ８ ：鋼製板の短辺長さ(mm) 

 

c. 鋼製板に作用する曲げモーメントＭ 

Ｍ＝ｗｓｓ・（Ｌ 9・10-3）2／12 

ここで， 

Ｍ ：鋼製板に作用する曲げモーメント(kN・m) 

ｗｓｓ ：鋼製板に作用する単位長さ当たりの等分布荷重(kN/m) 

Ｌ9 ：評価の対象とする鋼製板の短辺長さ(mm) 
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(2) 芯材 

芯材の支持条件は両端単純支持とする。図 4－11 に評価の対象とする芯材を示

す。 

 

a. 基準地震動Ｓｓによる地震荷重Ｓｓ 

Ｓｓ＝Ｇ２・ｋＨ 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重(kN) 

Ｇ２ ：鋼板部の重量(kN) 

ｋＨ ：水平震度 

 

b. 芯材に作用する単位長さ当たりの等分布荷重ｗｓｓ 

ｗｓｓ＝Ｓｓ・Ｌ 10／（Ｌ8・Ｌ 11・10-3） 

ｗｓｓ ：芯材に作用する単位長さ当たりの等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重(kN) 

Ｌ8 ：鋼製板の短辺長さ(mm) 

Ｌ10 ：芯材の負担幅(mm) 

Ｌ11 ：芯材全長(mm) 

 

c. 芯材に作用する曲げモーメントＭ 

Ｍ＝ｗｓｓ・（Ｌ 11・10-3）2／8 

Ｍ ：芯材の最大曲げモーメント(kN・m) 

ｗｓｓ ：芯材に作用する単位長さ当たりの等分布荷重(kN/m) 

Ｌ11 ：芯材全長(mm) 

 

d. 芯材に作用するせん断力Ｑ 

Ｑ＝ｗｓｓ・（Ｌ 11・10-3）／2 

Ｑ ：芯材の最大せん断力(kN) 

ｗｓｓ ：芯材に作用する単位長さ当たりの等分布荷重(kN/m) 

Ｌ11 ：芯材全長(mm) 
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図 4－11 評価の対象とする芯材 
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(3) アンカーボルト 

アンカーボルトに生じる応力は，次式により算定する。ここで，アンカーボル

トに作用する荷重は,引張力又はせん断力として作用する。評価対象のアンカー

ボルトの範囲及びアンカーボルトに生じる荷重を図 4－12 に示す。 

 

ＦＨ＝ｋＨ・Ｇ２ 

ＦＨ  ：設計用水平地震力(kN) 

ｋＨ ：水平震度 

Ｇ２ ：鋼板部の重量(kN) 

 

 

             

                                                        

 

図 4－12 アンカーボルトに生じる荷重 
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4.4.4 鋼板部の断面検定 

(1) 鋼製板 

鋼製板に作用する曲げ応力度σ 

σ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：鋼製板の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：鋼製板の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：鋼製板の断面係数(mm3) 

 

(2) 芯材 

a. 芯材に作用する最大曲げ応力度σ 

σ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：芯材の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：芯材の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：芯材の断面係数(mm3) 

 

b. 芯材に作用する最大せん断応力度τ 

τ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：芯材の最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：芯材の最大せん断力(kN) 

Ａｓ ：芯材のせん断断面積(mm2) 

  



 

35 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
1
1
-2
-
2
-6
 
R
0 

(3) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力又はせん断力を算定し，アンカーボ

ルトの許容荷重以下であることを確認する。 

 

Ｔｄ／Ｔａ≦1.0 

ここで， 

Ｔｄ＝ＦＨ／ｎ３ 

Ｔｄ ：アンカーボルト 1 本当たりの引張力(kN) 

Ｔａ ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 

ＦＨ ：設計用水平地震力(kN) 

ｎ３ ：アンカーボルトの本数(本) 

 

Ｑｄ／Ｑａ≦1.0 

ここで， 

Ｑｄ＝ＦＨ／ｎ３ 

Ｑｄ ：アンカーボルト 1 本当たりのせん断力(kN) 

Ｑａ ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

ＦＨ  ：設計用水平地震力(kN) 

ｎ３ ：アンカーボルトの本数(本) 
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4.5 評価条件 

見学者ギャラリー室竜巻防護扉のうち，扉部の耐震評価に用いる入力値を表 4－3 に，

鋼板部の耐震評価に用いる入力値を表 4－4 に示す。 

 

表 4－3 扉部の耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 入力値 

共通 

Ｇ１ kN 扉の重量  

Ｌ 4 mm 扉重心とヒンジ芯間距離  

Ｌ 5 mm ヒンジ芯間距離  

Ｗ１ kN スラスト荷重  

Ｆ１ kN 転倒力  

表側鋼板 

Ｌ１ mm 表側鋼板の長辺長さ  

Ｌ２ mm 表側鋼板の短辺長さ  

σ N/mm2 曲げ応力度  

芯材 

Ｌ３ mm 芯材の全長  

σ N/mm2 曲げ応力度  

τ N/mm2 せん断応力度  

ヒンジ 

ヒンジ板 

Ｌ６ mm ヒンジ板の 2 軸間距離  

σ N/mm2 曲げ応力度  

τ N/mm2 せん断応力度  

ヒンジピン 

Ｌ７ mm ヒンジ板と受板間距離  

σ N/mm2 曲げ応力度  

τ N/mm2 せん断応力度  

ヒンジボルト 
ｎ１ 本 ヒンジボルトの本数  

τ N/mm2 せん断応力度  

アンカーボルト 

ｗａ kN 扉枠の重量  

ｎ２ 本 
ヒンジ側アンカーボルト 

の本数 
 

Ｔｄ kN 
アンカーボルト 1 本当たりの 

引張力 
 

Ｑｄ kN 
アンカーボルト 1 本当たりの 

せん断力 
 

Ｔａ kN 
アンカーボルト 1 本当たりの 

短期許容引張力 
 

Ｑａ kN 
アンカーボルト 1 本当たりの 

短期許容せん断力 
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表 4－4 鋼板部の耐震評価に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｚ mm3/m 鋼製板の断面係数  

Ｈ mm 鋼製板の高さ  

ｎ３ 本 アンカーボルトの本数  

Ｇ２ kN 鋼板部の重量  

Ｔｄ kN アンカーボルト 1 本当たりの引張力  

Ｑｄ kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力  

Ｔａ kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力  

Ｑａ kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力  

Ｌ８ mm 鋼製板の短辺長さ  

Ｌ９ mm 評価の対象とする鋼製板の短辺長さ  

Ｌ 10 mm 芯材の負担幅  

Ｌ 11 mm 芯材全長  
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5. 評価結果 

扉部の耐震評価結果を表 5－1 に，鋼板部の耐震評評価結果を表 5－2 に示す。評価対

象部位に生じる応力度又は荷重が許容限界を超えず，見学者ギャラリー室竜巻防護扉が

上位クラス施設である原子炉建屋エアロックに対して波及的影響を及ぼさないことを確

認した。 

 

表 5－1 扉部の耐震評価結果 

評価対象部位 

発生応力度 

又は荷重 

(N/mm2) 

許容限界 

(N/mm2) 
検定値 

表側鋼板 曲げ 3.37 235 0.02 

芯材＊1 曲げ 8.33 235 0.04 

ヒンジ 

ヒンジ板 組合せ 22.4 215 0.11 

ヒンジピン 組合せ 110 345 0.32 

ヒンジボルト せん断 35.9 375 0.10 

アンカーボルト＊2 せん断 4.52 40.3 0.12 

注記＊1 ：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい値を記載する。 

＊2 ：単位を kN とする。なお，引張及びせん断のうち評価結果が厳しい値を 

記載する。 

 

表 5－2 鋼板部の耐震評価結果 

評価対象部位 

発生応力度 

又は荷重 

(N/mm2) 

許容限界 

(N/mm2) 
検定値 

鋼製板 曲げ 3.91 235 0.02 

芯材＊1 曲げ 6.55 235 0.03 

アンカーボルト＊2 せん断 1.26 26.5 0.05 

注記＊1 ：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい値を記載する。 

＊2 ：単位を kN とする。なお，引張及びせん断のうち評価結果が厳しい値を 

記載する。 
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Ⅵ-2-11-2-2-7 竜巻防護ネットの耐震性についての計算書 
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1. 概要  
  本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」にて設定している耐震評価方針に基づき，竜巻防護ネットが設計用地震力に対し

て十分な構造強度を有していることを確認することで，下部に設置された上位クラスで

ある燃料プール冷却浄化系配管に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するもの

である。  
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2. 一般事項 

 2.1 配置概要  
   竜巻防護ネットの設置位置を図 2－1 に示す。 

   竜巻防護ネットは，上位クラス施設である燃料プール冷却浄化系配管の上部に設置

されており，落下時に燃料プール冷却浄化系配管に対して波及的影響を及ぼすおそれ

がある。 

 

 

図 2－1（1/2） 竜巻防護ネットの設置位置図 

 

  

 

原子炉建屋 T.M.S.L.23.5m 
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図 2－1（2/2） 竜巻防護ネットの設置位置図 

 

 

 2.2 構造計画  
   竜巻防護ネットの構造計画を表 2－1 に示す。 

 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.31.7m 
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表 2－1（1/2） 構造計画 

計画の概要  
概略構造図  

基礎・支持構造  主体構造  

竜巻防護ネットは，アンカ

ボルトにより建屋躯体であ

る壁に固定される。  

防護ネット及び架構により

構成する。  

 

竜巻防護ネット（No.29）  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 
 

（単位：mm）
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表 2－1（2/2） 構造計画 

計画の概要  
概略構造図  

基礎・支持構造  主体構造  

竜巻防護ネットは，アンカ

ボルトにより建屋躯体であ

る壁に固定される。  

防護ネット及び架構により

構成する。  

 

竜巻防護ネット（No.38）  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 
 

 

 
 

（単位：mm）
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 2.3 評価方針 

   竜巻防護ネットの応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位

クラス施設の耐震評価方針」に従い実施する。 

   評価については，「2.2 構造計画」にて示す竜巻防護ネットの部位を踏まえ，「3. 

評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固

有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収ま

ることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで

実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

   竜巻防護ネットの耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2－2 竜巻防護ネットの耐震評価フロー  
 

  

解析モデル設定  

設計用地震力  

地震応答解析  

地震力による荷重  

応力の算出  

竜巻防護ネットの構造強度評価  

地震と組み合わせる荷重 

・自重 

・積雪 

固有値解析 
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 2.4 適用規格・基準等 

   本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。  
   ・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

   ・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

   ・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会） 

   ・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以

下「設計・建設規格」という。） 

   ・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会 2010 年改定） 
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 2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

sｃａ 接着系アンカボルトの断面積 mm2 

Ａ 架構の断面積 mm2 

Ａｑｃ せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積 mm2 

Ａｓｙ 架構のせん断断面積（ｙ軸） mm2 

Ａｓｚ 架構のせん断断面積（ｚ軸） mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄ  接着系アンカボルトの径  mm 

Ｅ  縦弾性係数  MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 MPa 

Ｆ ＊ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

fｂ 架構の許容曲げ応力 MPa 

fｃ 架構の許容圧縮応力 MPa 

fｓ 架構の許容せん断応力 MPa 

fｔ 架構の許容引張応力 MPa 

ｉ 断面二次半径 mm 

ℓｋ 座屈長さ mm 

Ｊ 架構の極断面係数 mm3 

ｊｙ  脚部の応力中心間距離（ｙ軸）  mm 

ｊｚ  脚部の応力中心間距離（ｚ軸）  mm 

Ｌ  アンカボルト中心と架構の離隔距離  mm 

Ｌｃｅ 接着系アンカボルトの強度算定用埋込み長さ mm 

Ｌｅ 接着系アンカボルトの有効埋込み長さ mm 

Ｍｘ 架構の曲げモーメント（ｘ軸） N･mm 

Ｍｙ 架構の曲げモーメント（ｙ軸） N･mm 

Ｍｚ 架構の曲げモーメント（ｚ軸） N･mm 

Ｍｂｘ 脚部のねじりモーメント（ｘ軸） N･mm 

Ｍｂｙ 脚部の曲げモーメント（ｙ軸） N･mm 

Ｍｂｚ 脚部の曲げモーメント（ｚ軸） N･mm 
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記号  記号の説明  単位 

ｍ 解析モデル各節点の付加質量の合計 kg 

ｎ 架構と壁の取付部1箇所当たりのアンカボルトの本数 ― 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

Ｘ ,Ｙ ,Ｚ 絶対（節点）座標軸 ― 

ｘ ,ｙ ,ｚ 局所（要素）座標軸 ― 

Ｚｙ 架構の断面係数（ｙ軸） mm3 

Ｚｚ 架構の断面係数（ｚ軸） mm3 

Λ 架構の限界細長比  ― 

λ 架構の有効細長比  ― 

 ν′  座屈に対する安全率  ― 

π  円周率  ― 

ｎｆｙ 引張偶力を受けるアンカボルトの本数（ｙ軸） ― 

ｎｆｚ 引張偶力を受けるアンカボルトの本数（ｚ軸） ― 

Ｎｃ 架構の軸力（圧縮） N 

Ｎｔ 架構の軸力（引張り） N 

Ｒｘ ベースプレート部の荷重（ｘ軸） N 

Ｒｙ ベースプレート部の荷重（ｙ軸） N 

Ｒｚ ベースプレート部の荷重（ｚ軸）  N 

ｐ 接着系アンカボルト1本当たりの引張力  N 

ｐａ 接着系アンカボルト1本当たりの許容引張力  N 

ｐａ1 接着系アンカボルトの降伏により決まる場合のアンカボルト1

本当たりの許容引張応力 

N 

ｐａ3 接着系アンカボルトの付着力により決まる場合のアンカボル

ト1本当たりの許容引張応力 

N 
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記号 記号の説明 単位 

ｑ 接着系アンカボルト1本当たりのせん断力 N 

ｑａ 接着系アンカボルト1本当たりの許容せん断力  N 

ｑａ1 接着系アンカボルトのせん断強度により決まる場合のアンカ

ボルト1本当たりの許容せん断力 

N 

ｑａ2 定着した躯体の支圧強度により決まる場合の接着系アンカボ

ルト1本当たりの許容せん断力 

N 

ｑａ3 定着した躯体のコーン状破壊により決まる場合の接着系アン

カボルト1本当たりの許容せん断力 

N 

Ｑｙ 架構のせん断力（ｙ軸） N 

Ｑｚ 架構のせん断力（ｚ軸） N 

φ1 低減係数 長期：2/3 短期：1.0 ― 

φ2 低減係数 長期：1/3 短期：2/3 ― 

φ3 低減係数 長期：1/3 短期：2/3 ― 

αｎ へりあき及びボルトピッチによる付着強度の低減係数（ｎ＝

1,2,3） 

― 

ｃｎ へりあき及びボルトピッチの1/2（ｎ＝1,2,3） ― 

ｃσｑａ コンクリートの支圧強度 MPa 

ｃσｔ コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度 MPa 

sσｐａ 接着系アンカボルトの引張強度 MPa 

sσｑａ 接着系アンカボルトのせん断強度 MPa 

σｂ 架構に生じる曲げ応力 MPa 

σｂｙ 架構に生じる曲げ応力（ｙ軸） MPa 

σｂｚ 架構に生じる曲げ応力（ｚ軸） MPa 

σｃ 架構に生じる圧縮応力 MPa 

σｔ 架構に生じる引張応力 MPa 

τａ へりあき及びアンカボルトのピッチを考慮した接着系アンカ

ボルトの引張力に対する付着力 

MPa 

τｂａｖｇ ボルトの基本平均付着強度 MPa 

τｋ 架構に生じるせん断応力 MPa 

τｙ 架構に生じるせん断応力（ｙ軸） MPa 

τｚ 架構に生じるせん断応力（ｚ軸） MPa 
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 2.6 計算精度と数値の丸め方  
   精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。  
   表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。  
 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2 位＊3 四捨五入 小数点以下第 1 位＊2 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1 ：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

  ＊2 ：設計上定める値が小数点以下第 2 位の場合は，小数点以下第 2 位表示とする。 

  ＊3 ：設計上定める値が小数点以下第 3 位の場合は，小数点以下第 3 位表示とする。 

  ＊4 ：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

  ＊5 ：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切捨て，整数位まで

の値とする。 
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3. 評価部位 

  竜巻防護ネットの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条

件に基づき，落下により，燃料プール冷却浄化系配管が損傷することを防止するため，

架構及びアンカボルトについて実施する。竜巻防護ネットの耐震評価部位については，

表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

 4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法  
  (1) 竜巻防護ネットの架構は，アンカボルトにより建屋躯体である壁に固定されるも

のとする。 

  (2) 地震力は，竜巻防護ネットに対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用するも

のとし，作用する荷重の算出において組み合わせるものとする。 

  (3) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力  
  4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態  

竜巻防護ネットの荷重の組合せ及び許容応力状態を表 4－1 に示す。 

 

  4.2.2 許容応力 

     竜巻防護ネットの許容応力は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある

下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき表 4－2 に示す。 

     アンカボルトの許容応力は，「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築

学会 2010 年改定）」に基づき，算出したものを許容応力とする。 

 

  4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

     竜巻防護ネットの使用材料の許容応力評価条件を表 4－3 に示す。 

 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-11-2-2-7 R0 

1
3
 

 
表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 竜巻防護ネット ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＋Ｐｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

  



 

 

K6 ① Ⅵ-2-11-2-2-7 R0 

1
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表 4－2 許容応力（その他支持構造物） 
 

許容応力状態 

許容限界＊1,＊2 

(ボルト等以外) 

一次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 

ⅣＡＳ 1.5･ft

＊ 1.5･fs

＊ 1.5･fc

＊ 1.5･fb

＊ 

       注記＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

       ＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能であ

る場合は評価を省略する。 

  



 

 

K6 ① Ⅵ-2-11-2-2-7 R0 

1
5
 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

架構 

SM490A 

 
周囲環境温度 40 ―   ― 

SS400 

 
周囲環境温度 40 ―   ― 

アンカボルト 
SS400 

 
周囲環境温度 40 ―   ― 
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 4.3 解析モデル及び諸元 

   竜巻防護ネットの解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，

機器の諸元を本計算書の【竜巻防護ネットの耐震性についての計算結果】の機器要目

に示す。 

  (1) 竜巻防護ネットを構成する架構をはり要素でモデル化した FEM モデルによって求

める。 

  (2) 拘束条件は，架構の壁への取付部を完全固定とする。なお，アンカボルト部は剛

体として評価する。 

  (3) 解析コード「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値と各要素に発生する荷重

及びモーメントを求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等

の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

図 4－1（1/2） 竜巻防護ネット（No.29）の解析モデル 
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図 4－1（2/2） 竜巻防護ネット（No.38）の解析モデル 
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 4.4 固有周期 

   各竜巻防護ネットの固有値解析の結果を表 4－4 に示す。固有周期は，0.05 秒以下

であり，剛であることを確認した。 

 

表 4－4（1/2） 固有値解析結果（No.29） 

モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1 水平 0.033 ― ― ― 

7 鉛直 0.015 ― ― ― 

 

表 4－4（2/2） 固有値解析結果（No.38） 

モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1 水平 0.028 ― ― ― 

8 鉛直 0.012 ― ― ― 
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 4.5 設計用地震力 

   評価に用いる設計用地震力を表 4－5 に示す。 

   「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に

基づき設定する。 

 

表 4－5 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

No. 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

29 
6 号機原子炉建屋 

T.M.S.L.23.5 
（T.M.S.L.31.7＊）  

0.033 0.015 ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 

38 
6 号機原子炉建屋 

T.M.S.L.31.7 
（T.M.S.L.38.2＊） 

0.028 0.012 ＣＨ＝1.62 ＣＶ＝1.20 

 注記＊：基準床レベルを示す。 
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 4.6 計算方法 

  4.6.1 応力の計算方法 

   (1) 架構の応力 

     架構の応力は，解析による計算で得られる各要素端での軸力Ｎt，Ｎc，せん断力

Ｑy，Ｑz 及び曲げモーメントＭ x，Ｍｙ，Ｍｚにより各応力を次のように求める。 

    a. 引張応力又は圧縮応力 

σ
ｔ
＝

Ｎ
ｔ

Ａ
，σ

ｃ
＝

Ｎ
ｃ

Ａ
 

 

    b. せん断応力 

τｋ＝max(τｙ，τｚ) 

τ
ｙ
＝

Ｑ
ｙ

Ａ
ｓｙ

＋
Ｍ

ｘ

Ｊ
，τ

ｚ
＝

Ｑ
ｚ

Ａ
ｓｚ

＋
Ｍ

ｘ

Ｊ
 

 

    c. 曲げ応力 

σｂ＝σｂｙ＋σｂｚ 

σ
ｂｙ

＝
Ｍ

ｙ

Ｚ
ｙ

，σ
ｂｚ

＝
Ｍ

ｚ

Ｚ
ｚ

 

 

    d. 組合せ応力 

     (a) 圧縮又は引張り＋曲げ 

max
σｃ

1.5・f
ｃ

 ＊＋
σｂｚ＋σｂｙ

1.5・f
ｂ

 ＊  ，
σｂｚ＋σｂｙ－σｃ

1.5・f
ｔ

 ＊

 

       引張軸力の場合はσc を－σt に，fc

＊を fb

＊とする。 

 

     (b) 圧縮又は引張り＋曲げ＋せん断 

max σｃ＋σｂｙ＋σｂｚ

2
＋3･τｙ

2， σｃ＋σｂｙ＋σｂｚ

2
＋3･τｚ

2  

       引張軸力の場合はσc をσ t とする。 
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   (2) アンカボルトの荷重 

     アンカボルトの荷重は，解析による計算で得られるベースプレート部の各要素

端に生じる荷重Ｒｘ，Ｒｙ，Ｒｚ，ねじりモーメントＭｂｘ及び曲げモーメント   

Ｍｂｙ，Ｍｂｚにより各荷重を次のように求める。 

    a. 引張荷重 

ｐ = Ｒ
ｘ

ｎ ＋ Ｍ
ｂｙ

ｊ
ｙ
・ｎ

ｆｙ
＋Ｍ

ｂｚ
ｊ

ｚ
・ｎ

ｆｚ
 

 

    b. せん断荷重 

ｑ = Ｒ
ｙ

 2
＋Ｒ

ｚ

 2
ｎ＋ Ｍ

ｂｘ
Ｌ・ｎ  
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 4.7 計算条件 

   応力解析に用いる自重及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【竜巻防護ネットの耐

震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

 4.8 応力の評価 

  4.8.1 架構の応力評価 

     4.6.1(1)項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，

組合せ応力は fｔ以下，又は，応力比の場合は 1 以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる  
荷重との組合せの場合  

許容引張応力 

fｔ 
Ｆ

＊

1.5
・1.5 

許容圧縮応力 

fｃ 1－0.4・
λ

Λ

2

・
Ｆ

＊

ν'
・1.5 

許容せん断応力  
fｓ 

Ｆ

＊

1.5・√3・1.5 

許容曲げ応力  
fｂ 

Ｆ

＊

1.5
・1.5 

ただし， 

λ＝
ℓｋ
ｉ

 

Λ＝
π2・Ｅ

0.6・Ｆ

＊

 

ν'＝1.5＋
2

3
・

λ

Λ

2
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  4.8.2 アンカボルトの評価 

     4.6.1(2)項で求めたアンカボルトの引張荷重ｐ及びせん断荷重ｑが許容値以下

であること。また，引張応力比とせん断応力比の二乗和が 1 以下であること。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合  

許容引張力  
ｐ

ａ
 

min ｐ
ａ1

，ｐ
ａ3

 

許容せん断力  
ｑ

ａ
 

min ｑ
ａ1

，ｑ
ａ2

，ｑ
ａ3

  

組合せ  ｐ

ｐ
ａ

2

＋
ｑ

ｑ
ａ

2

≦1 

ただし， 

ｐa1＝φ1・ sσ pa・ scａ 

ｐa3＝φ3・τa・π・ｄ・Ｌce 

ｑa1＝φ1・ sσ qa・ scａ 

ｑa2＝φ2・ cσ qa・ scａ 

ｑa3＝φ2・ cσ t・Ａ qc 

ここで， 

低減係数 φ 1，φ 2，φ3 は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」より，以下の

表のとおり。 

 φ1 φ2 φ3 

短期荷重用 1.0 2/3 2/3 

τa＝α 1・α 2・α 3・τ bavg 

α
ｎ
＝0.5・

ｃ
ｎ

Ｌ
ｅ

＋0.5 （ｎ＝1,2,3） 

なお，(ｃ n／Ｌ e)≧1.0の場合は，(ｃn／Ｌe)＝1.0，Ｌ e≧10ｄの場合は，

Ｌe＝10ｄとする。 

ボルトの基本平均付着強度 τ bavg は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」よ

り，カプセル方式・有機系の10・ Ｆ
ｃ
/21とする。 
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     短期許容せん断力を確保するためのアンカ鉄筋埋め込み長さＬｅは以下の式を

満たすように算定するものとする。 

Ｌ
ｅ
≧

ｓσｐａ・ｄ

4・τａ

 

 

5. 評価結果 

 5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

   竜巻防護ネットの重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を確認した。 

 

  (1) 構造強度評価結果 

    構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【竜巻防護ネットの耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

竜巻防護ネット 

（No.29） 
Ｃ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.23.5 

(T.M.S.L. 31.7＊) 

0.033 0.015 ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16  ― 40 

竜巻防護ネット 

（No.38） 
Ｃ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.7 

(T.M.S.L. 38.2＊) 

0.028 0.012 ＣＨ＝1.62 ＣＶ＝1.20 ― 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

機器名称 
ｍ 

(kg) 

ｄ 

(mm) 
ｓｃａ 

(mm2) 
ｎ ｎｆｙ ｎｆｚ Ｌ ｊｙ ｊｚ 

竜巻防護ネット 

（No.29） 
 

 

 
       

竜巻防護ネット 

（No.38） 
 

 

 
       

 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

ｐａ 

(N) 

ｑａ 

(N) 

架構 

SM490A 
 

 
 

  ―
 

―
 

SS400 
 

 
   ―

 
―
 

アンカボルト SS400 
 

 
 ― ―   
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No. 材料 
Ｅ 

(MPa) 
ν’ 

ℓｋ 

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ 要素番号 

29 

SS400 

 

 

202000     11204 

SS400 

 

 

202000     11408 

38 

SS400 

 

 

202000     11204 

SS400 

 

 

202000     11406 

 

 

 

No.29 No.38 

要素番号 要素番号 

11011 11204 11408 11011 11204 11406 

材料  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ(mm2)       

Ａｓｙ(mm2)       

Ａｓｚ(mm2)       

Ｚｙ(mm3)       

Ｚｚ(mm3)       

Ｊ(mm3)       
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 1.3 計算数値 

  1.3.1 架構の荷重                                           (単位：N) 

No. 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｎｔ Ｎｃ Ｑｙ Ｑｚ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ
 

基準地震動Ｓｓ
 

基準地震動Ｓｓ
 

29 

11011 －     

11204 － 
    

11408 －     

38 

11011 －     

11204 － 
    

11406 －     

注：添字ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸。 

 

  1.3.2 架構のモーメント                             (単位：N･mm) 

No. 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ
 

基準地震動Ｓｓ
 

29 

11011 － 
   

11204 －    

11408 －    

38 

11011 －    

11204 －    

11406 －    

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸。 
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  1.3.3 アンカボルトの荷重                               (単位：N) 

No. 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｒｘ Ｒｙ Ｒｚ 

基準地震動Ｓｓ
 

基準地震動Ｓｓ
 

基準地震動Ｓｓ
 

29 － 11011    

38 － 11011    

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸。 

 

1.3.4 脚部のモーメント                              (単位：N･mm) 

No. 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｍｂｘ Ｍｂｙ Ｍｂｚ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

29 － 11011    

38 － 11011    

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸。 

 

1.3.5 アンカボルトに作用する力                 (単位：N) 

No. 
要素 

番号 

節点 

番号 

ｐ ｑ 

基準地震動Ｓｓ
 

基準地震動Ｓｓ 

29 － 11011   

38 － 11011   
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期                         (単位：s) 

No. モード 方向 固有周期 

29 

1 水平 0.033 

7 鉛直 0.015 

38 

1 水平 0.028 

8 鉛直 0.012 
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  1.4.2 応力                                                                          (単位：MPa) 

No.29 

部材 材料 応力 
要素

番号 
節点番号 

基準地震動Ｓｓ 
備考 

算出応力 許容応力 

架構 

SS400 
引張り 11408 －    

圧縮 11408 －    

SM490A せん断 11011 －    

SS400 

曲げ 11204 －    

組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） 11204 －   単位：なし 

組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ＋せん断） 11204 －    

アンカボルト SS400 

引張り － 11011  
 

単位：N 

せん断 － 11011  
 

単位：N 

組合せ（引張り＋せん断） － 11011   単位：なし 

すべて許容応力以下である。 
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                                                                                 (単位：MPa) 

No.38 

部材 材料 応力 
要素

番号 
節点番号 

基準地震動Ｓｓ 
備考 

算出応力 許容応力 

架構 

SS400 
引張り 11406 －    

圧縮 11406 －    

SM490A せん断 11011 －    

SS400 

曲げ 11204 －    

組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） 11204 －   単位：なし 

組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ＋せん断） 11204 －    

アンカボルト SS400 

引張り － 11011  
 

単位：N 

せん断 － 11011  
 

単位：N 

組合せ（引張り＋せん断） － 11011   単位：なし 

すべて許容応力以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」の

耐震評価方針に基づき，下位クラス設備である燃料取替機（Ｂクラス施設）が基準地震動Ｓｓに

対して十分な構造強度を有していることを確認することで，下部に設置された上位クラスである

使用済燃料貯蔵プール，使用済燃料貯蔵ラック等に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明

するものである。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

燃料取替機は原子炉建屋 4 階に設置される。燃料取替機は，図 2－1の位置関係図に示すよう

に，燃料交換時において，上位クラス施設である使用済燃料貯蔵ラックが設置された使用済燃

料貯蔵プール上にて作業を実施することから，転倒又は落下により使用済燃料貯蔵ラック及び

使用済燃料貯蔵プールに対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 燃料取替機と使用済燃料貯蔵プール等の位置関係 
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2.2 構造計画 

   燃料取替機の構造計画を表2－1に示す。 

表2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

原子炉建屋 4階に設

けた走行レール上

をブリッジが走行

し，ブリッジ上部の

横行レール上をト

ロリが横行する。 

ブリッジ及びトロ

リは走行部付近に

脱線防止ラグを備

えており，各々レー

ルを抱え込む構造

である。 

また吊荷はトロリ

に設置されたホイ

ストからのワイヤ

ロープ及び先端金

具を介して吊上げ・

吊下げ・移動を行

う。 

ブリッジ 

トロリ 

ブリッジ脱線防

止ラグ 

ブリッジガイド

フレーム 

トロリ脱線防止

ラグ 

ワイヤロープ 

先端金具 

 

 

 

 

 

 

2
 

横行方向（ＮＳ方向） 走行方向（ＥＷ方向） 

トロリ脱線防止ラグ 
 

走行レール 

トロリ ブリッジ 

ブリッジ脱線防止ラグ 
 

横行レール 

（単位：mm） 

ワイヤロープ 

先端金具／ 
吊荷 

  

ブリッジガイドフレーム 
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2.3 評価方針 

燃料取替機の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐

震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造計画」

にて示す燃料取替機の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析

モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく基準地震動Ｓｓによる応

力等が許容限界内に収まることを，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」にて示す方法

にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

燃料取替機の耐震評価フローを図 2－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 燃料取替機の耐震評価フロー 

  

固有値解析 固有値解析 

燃料取替機本体に 

発生する応力 
吊具に作用する荷重 

燃料取替機の構造強度評価 

解析モデルの選定 

有限要素モデルの作成 

地震応答解析 地震力により吊具に 

作用する速度 

1 自由度モデルの作成 

燃料取替機（本体）の 

耐震評価 
吊具の耐震評価 

設計用地震力 

(基準地震動Ｓｓ) 

設計用地震力 

(基準地震動Ｓｓ) 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984（（社）

日本電気協会） 
・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 
・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 
・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・建

設規格」という。） 
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の断面積 mm2 

Ａ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の断面積 mm2 

Ａ３Ｂ ブリッジガイドフレームＣ部の断面積 mm2 

Ａ４Ｂ 走行レールＤ部の鉛直力ＦＶｂを負担する断面積 mm2 

Ａ５Ｂ 走行レールＤ部の水平力ＦＨＢを負担する断面積 mm2 

Ａ６Ｂ 走行レールＥ部の水平力ＦＨＢを負担する断面積 mm2 

Ａ７Ｂ 走行レールＥ部の鉛直力ＦＶｂを負担する断面積 mm2 

Ａ８Ｂ 走行レールＧ部の水平力ＦＧＢを負担する断面積 mm2 

Ａ９Ｂ 走行レールＦ部の水平力ＦＧＢを負担する断面積 mm2 

Ａ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＡ部の断面積 mm2 

Ａ２Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＢ部の断面積 mm2 

Ａ４Ｔ（ｉ） 横行レールＣ部の鉛直力ＦＶｔ（ｉ）を負担する断面積 mm2 

Ａ５Ｔ（ｉ） 横行レールＣ部の水平力ＦＨＴ（ｉ）を負担する断面積 mm2 

Ａ６Ｔ（ｉ） 横行レールＤ部の水平力ＦＨＴ（ｉ）を負担する断面積 mm2 

Ａ７Ｔ（ｉ） 横行レールＤ部の鉛直力ＦＶｔ（ｉ）を負担する断面積 mm2 

Ａｂ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルト 1本の断面積 mm2 

Ａｂ２Ｂ ブリッジガイドフレーム取付ボルト 1本の断面積 mm2 

Ａｂ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ取付ボルト 1本の断面積 mm2 

Ａｔ 先端金具の断面積 mm2 

Ａｗ ワイヤロープ 1本の断面積 mm2 

ａ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の幅 mm 

ａ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の幅 mm 

ａ３Ｂ ブリッジガイドフレームＣ部の幅 mm 

ａ４Ｂ 負担力ＦＶｂ，ＦＨＢに対する走行レールＤ部の厚み及び，ＦＧＢに

対する走行レールＦ部の厚み 

mm 

ａ５Ｂ 負担力ＦＶｂ，ＦＨＢに対する走行レールＥ部の厚み及び，ＦＧＢに

対する走行レールＧ部の厚み 

mm 

ａ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＡ部の幅 mm 

ａ２Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＢ部の幅 mm 

ａ４Ｔ（ｉ） 負担力ＦＶｔ（ｉ），ＦＨＴ（ｉ）に対する横行レールＣ部の厚み mm 

ａ５Ｔ（ｉ） 負担力ＦＶｔ（ｉ），ＦＨＴ（ｉ）に対する横行レールＤ部の厚み mm 

ｂ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の走行レール面接触長さ mm 

ｂ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＡ部の横行レール面接触長さ mm 

ｂ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の走行レール面接触長さ mm 

ｂ２Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＢ部の横行レール面接触長さ mm 

ｂ３Ｂ ブリッジガイドフレームＣ部の走行レール面接触長さ mm 
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記号 記号の説明 単位 

ｂ４Ｂ 負担力ＦＶｂに対する走行レールＤ部の負担長さ mm 

ｂ５Ｂ 負担力ＦＨＢに対する走行レールＤ部の負担長さ mm 

ｂ６Ｂ 負担力ＦＨＢに対する走行レールＥ部の負担長さ mm 

ｂ７Ｂ 負担力ＦＶｂに対する走行レールＥ部の負担長さ mm 

ｂ８Ｂ 負担力ＦＧＢに対する走行レールＧ部の負担長さ mm 

ｂ９Ｂ 負担力ＦＧＢに対する走行レールＦ部の負担長さ mm 

ｂ４Ｔ（ｉ） 負担力ＦＶｔ（ｉ）に対する横行レールＣ部の負担長さ mm 

ｂ５Ｔ（ｉ） 負担力ＦＨＴ（ｉ）に対する横行レールＣ部の負担長さ mm 

ｂ６Ｔ（ｉ） 負担力ＦＨＴ（ｉ）に対する横行レールＤ部の負担長さ mm 

ｂ７Ｔ（ｉ） 負担力ＦＶｔ（ｉ）に対する横行レールＤ部の負担長さ mm 

ＣＨ１ 水平方向設計震度 ― 

ＣＨ２ 最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルトの呼び径 mm 

ｄ２Ｂ ブリッジガイドフレーム取付ボルトの呼び径 mm 

ｄ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ取付ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 燃料取替機構造物フレームの縦弾性係数 MPa 

Ｅｗ ワイヤロープの縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 MPa 

Ｆｂ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルト 1本にかかる引張荷重 N 

Ｆｂ２Ｂ ブリッジガイドフレーム取付ボルト 1本にかかる引張荷重 N 

Ｆｂ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ取付ボルト 1本にかかる引張荷重 N 

ＦＧＢ ブリッジガイドフレーム 1ヶ所に作用する水平力 N 

ＦＨＢ ブリッジ脱線防止ラグ 1ヶ所に作用する水平力 N 

ＦＨＴ トロリ脱線防止ラグ及び片爪脱線防止ラグに作用する水平力 N 

ＦＨＴ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ 1ヶ所に作用する水平力 N 

ＦＶＢ ブリッジ脱線防止ラグ 1ヶ所に作用する鉛直力 N 

ＦＶＴ トロリ脱線防止ラグ及び片爪脱線防止ラグに作用する鉛直力 N 

ＦＶＴ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ 1ヶ所に作用する鉛直力 N 

ＦＶｂ ブリッジ脱線防止ラグ爪 1個に作用する鉛直力 N 

ＦＶｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ爪 1個に作用する鉛直力 N 

Ｆ 吊荷の浮上り後の落下によりワイヤロープ，先端金具に発生す

る荷重 

N 

Ｆｗ ワイヤロープ 1本当たりに発生する支持荷重 N 

ƒｂ 許容曲げ応力 MPa 

ƒｓ 許容せん断応力 MPa 

ƒｔ 許容引張応力 MPa 

＊
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記号 記号の説明 単位 

ƒｓｂ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ根元部からＦＨＢ作用点までの距離 mm 

ｈ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ爪根元部からＦＶｂ作用点までの距離 mm 

ｈ３Ｂ ブリッジガイドフレーム根元部からＦＧＢ作用点までの距離 mm 

ｈ４Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ作用点（ＦＶｂ）から走行レールＤ部まで

の距離（長さ） 

mm 

ｈ５Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ作用点（ＦＨＢ）から走行レールＥ部まで

の距離（高さ） 

mm 

ｈ６Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ作用点（ＦＶｂ）から走行レールＥ部まで

の距離（高さ） 

mm 

ｈ７Ｂ ブリッジガイドフレーム作用点（ＦＧＢ）から走行レールＧ部ま

での距離（高さ） 

mm 

ｈ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ根元部からＦＨＴ（ｉ）作用点までの距離 mm 

ｈ２Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ爪根元部からＦＶｔ（ｉ）作用点までの距離 mm 

ｈ４Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ作用点（ＦＶｔ（ｉ））から横行レールＣ部ま

での距離（長さ） 

mm 

ｈ５Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ作用点（ＦＨＴ（ｉ））から横行レールＤ部ま

での距離（高さ） 

mm 

ｈ６Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ作用点（ＦＶｔ（ｉ））から横行レールＤ部ま

での距離（高さ） 

mm 

ｋｗ ワイヤロープのばね定数 N/mm 

Ｌ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ取付面からブリッジ脱線防止ラグ作用点

（ＦＨＢ）までの距離（高さ） 

mm 

Ｌ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルトからブリッジ脱線防止ラグ端

部までの距離（最短部） 

mm 

Ｌ３Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルトからブリッジ脱線防止ラグ端

部までの距離（中間部） 

mm 

Ｌ４Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルトからブリッジ脱線防止ラグ端

部までの距離（最長部） 

mm 

Ｌ５Ｂ ブリッジガイドフレーム取付面からブリッジガイドフレーム作

用点（ＦＧＢ）までの距離 

mm 

Ｌ６Ｂ ブリッジガイドフレーム取付ボルトからブリッジガイドフレー

ム端部までの距離（最短部） 

mm 

Ｌ７Ｂ ブリッジガイドフレーム取付ボルトからブリッジガイドフレー

ム端部までの距離（最長部） 

mm 
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記号 記号の説明 単位 

Ｌ８Ｂ 

 

ブリッジ脱線防止ラグ作用点（ＦＶｂ）からブリッジ脱線防止ラ

グ作用点（ＦＨＢ）までの距離（高さ） 

mm 

Ｌ９Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ作用点（ＦＨＢ）から走行レールＤ部まで

の距離 

mm 

Ｌ１０Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ作用点（ＦＨＢ）から走行レール中心まで

の距離 

mm 

Ｌ１１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ作用点（ＦＶｂ）から走行レール中心まで

の距離 

mm 

Ｌ１２Ｂ ブリッジガイドフレーム作用点（ＦＧＢ）から走行レール中心ま

での距離 

mm 

Ｌ１３Ｂ ブリッジガイドフレーム作用点（ＦＧＢ）から走行レールＦ部ま

での距離 

mm 

Ｌ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ取付面からトロリ脱線防止ラグ作用点（Ｆ

ＨＴ（ｉ））までの距離（高さ） 

mm 

Ｌ２Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ取付ボルトからトロリ脱線防止ラグ端部ま

での距離（最短部） 

mm 

Ｌ３Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ取付ボルトからトロリ脱線防止ラグ端部ま

での距離（最長部） 

mm 

Ｌ４Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ作用点（ＦＶｔ（ｉ））からトロリ脱線防止ラ

グ作用点（ＦＨＴ（ｉ））までの距離（高さ） 

mm 

Ｌ５Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ作用点（ＦＨＴ（ｉ））から横行レールＣ部ま

での距離 

mm 

Ｌ６Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ作用点（ＦＨＴ（ｉ））から横行レール中心ま

での距離 

mm 

Ｌ７Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ作用点（ＦＶｔ（ｉ））から横行レール中心ま

での距離 

mm 

Ｌｗ ワイヤロープ長さ mm 

Ｍ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の曲げモーメント N･mm 

Ｍ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の曲げモーメント N･mm 

Ｍ３Ｂ ブリッジガイドフレームＣ部の曲げモーメント N･mm 

Ｍ４Ｂ 負担力ＦＶｂによる走行レールＤ部の曲げモーメント N･mm 

Ｍ５Ｂ 負担力ＦＨＢによる走行レールＥ部の曲げモーメント N･mm 

Ｍ６Ｂ 負担力ＦＧＢによる走行レールＧ部の曲げモーメント N･mm 

Ｍ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＡ部の曲げモーメント N･mm 

Ｍ２Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＢ部の曲げモーメント N･mm 

Ｍ４Ｔ（ｉ） 負担力ＦＶｔ（ｉ）による横行レールＣ部の曲げモーメント N･mm 

Ｍ５Ｔ（ｉ） 負担力ＦＨＴ（ｉ）による横行レールＤ部の曲げモーメント N･mm 
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記号 記号の説明 単位 

Ｍｂ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルトにかかる曲げモーメント N･mm 

Ｍｂ２Ｂ ブリッジガイドフレーム取付ボルトにかかる曲げモーメント N･mm 

Ｍｂ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ取付ボルトにかかる曲げモーメント N･mm 

ｍＢ ブリッジ質量 kg 

ｍＴ トロリ質量 kg 

ｍｍ 吊荷の質量 kg 

ｎ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルトの本数 ― 

ｎ２Ｂ ブリッジガイドフレーム取付ボルトの本数 ― 

ｎ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ取付ボルトの本数 ― 

ｎｗ ワイヤロープ本数 ― 

Ｐ１Ｈ～Ｐ４Ｈ 地震力によりブリッジ脱線防止ラグに加わる水平力 N 

Ｐ１Ｖ～Ｐ４Ｖ 地震力によりブリッジ脱線防止ラグに加わる鉛直力 N 

Ｐ５Ｈ～Ｐ８Ｈ 地震力によりブリッジガイドフレームに加わる水平力 N 

Ｐ９Ｈ～Ｐ１２Ｈ 地震力によりトロリ脱線防止ラグに加わる水平力 N 

Ｐ９Ｖ～Ｐ１２Ｖ 地震力によりトロリ脱線防止ラグに加わる鉛直力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｔｗ ワイヤロープ・吊荷の単振動モデルから計算される吊荷の固有 

周期 

s 

ⅴ１ 吊荷の最大速度 mm/s 

ⅴ２ トロリの最大速度 mm/s 

Ｚ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の断面係数 mm3 

Ｚ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の断面係数 mm3 

Ｚ３Ｂ ブリッジガイドフレームＣ部の断面係数 mm3 

Ｚ４Ｂ 走行レールＤ部の鉛直力ＦＶｂを負担する断面係数 mm3 

Ｚ５Ｂ 走行レールＥ部の水平力ＦＨＢを負担する断面係数 mm3 

Ｚ６Ｂ 走行レールＧ部の水平力ＦＧＢを負担する断面係数 mm3 

Ｚ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＡ部の断面係数 mm3 

Ｚ２Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＢ部の断面係数 mm3 

Ｚ４Ｔ（ｉ） 横行レールＣ部の鉛直力ＦＶｔ（ｉ）を負担する断面係数 mm3 

Ｚ５Ｔ（ｉ） 横行レールＤ部の水平力ＦＨＴ（ｉ）を負担する断面係数 mm3 

σ１Ｆ 燃料取替機構造物フレームの曲げ応力 MPa 

σ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の曲げ応力 MPa 

σ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の曲げ応力 MPa 

σ３Ｂ ブリッジガイドフレームＣ部の曲げ応力 MPa 

σ４Ｂ 走行レールＤ部の曲げ応力 MPa 

σ５Ｂ 走行レールＥ部の曲げ応力 MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σ６Ｂ 走行レールＧ部の曲げ応力 MPa 

σ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＡ部の曲げ応力 MPa 

σ２Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＢ部の曲げ応力 MPa 

σ４Ｔ（ｉ） 横行レールＣ部の曲げ応力 MPa 

σ５Ｔ（ｉ） 横行レールＤ部の曲げ応力 MPa 

σｂｔ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルトの引張応力 MPa 

σｂｔ２Ｂ ブリッジガイドフレーム取付ボルトの引張応力 MPa 

σｂｔ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ取付ボルトの引張応力 MPa 

σｃ１Ｆ 燃料取替機構造物フレームの組合せ応力 MPa 

σｃ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の組合せ応力 MPa 

σｃ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の組合せ応力 MPa 

σｃ３Ｂ ブリッジガイドフレームＣ部の組合せ応力 MPa 

σｃ４Ｂ 走行レールＤ部の組合せ応力 MPa 

σｃ５Ｂ 走行レールＥ部の組合せ応力 MPa 

σｃ６Ｂ 走行レールＧ部の組合せ応力 MPa 

σＳ１Ｂ 走行レールＦ部の圧縮応力 MPa 

σｃ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＡ部の組合せ応力 MPa 

σｃ２Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＢ部の組合せ応力 MPa 

σｃ４Ｔ（ｉ） 横行レールＣ部の組合せ応力 MPa 

σｃ５Ｔ（ｉ） 横行レールＤ部の組合せ応力 MPa 

σｔ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の引張応力 MPa 

σｔ５Ｂ 走行レールＥ部の引張応力 MPa 

σｔ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＡ部の引張応力 MPa 

σｔ５Ｔ（ｉ） 横行レールＤ部の引張応力 MPa 

σｍ 先端金具の引張応力 MPa 

τ１Ｆ 燃料取替機構造物フレームのせん断応力 MPa 

τ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部のせん断応力 MPa 

τ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部のせん断応力 MPa 

τ３Ｂ ブリッジガイドフレームＣ部のせん断応力 MPa 

τ４Ｂ 走行レールＤ部のせん断応力 MPa 

τ５Ｂ 走行レールＥ部のせん断応力 MPa 

τ６Ｂ 走行レールＧ部のせん断応力 MPa 

τ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＡ部のせん断応力 MPa 

τ２Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグＢ部のせん断応力 MPa 

τ４Ｔ（ｉ） 横行レールＣ部のせん断応力 MPa 

τ５Ｔ（ｉ） 横行レールＤ部のせん断応力 MPa 

τｂ ボルトに作用するせん断応力 MPa 
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記号 記号の説明 単位 

τｂ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルトのせん断応力 MPa 

τｂ２Ｂ ブリッジガイドフレーム取付ボルトのせん断応力 MPa 

τｂ１Ｔ（ｉ） トロリ脱線防止ラグ取付ボルトのせん断応力 MPa 

μ 最大静止摩擦係数 ― 

ν 燃料取替機構造物フレームのポアソン比 ― 

注：トロリ脱線防止ラグ及び横行レールの評価に用いる記号の右端添字に（ｉ）が付くものは,ｉ＝１

の場合：「トロリ脱線防止ラグ」,ｉ＝２の場合：「トロリ片爪脱線防止ラグ」と読み替えるもの

とする。 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長
さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

断面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。また，

小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

燃料取替機の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

燃料取替機及び吊荷の落下により，上位クラス設備が損傷することを防止するために，燃料取替

機構造物フレーム，ブリッジ脱線防止ラグ，ブリッジガイドフレーム，トロリ脱線防止ラグ，走

行レール，横行レール及び吊具（ワイヤロープ及び先端金具）について実施する。燃料取替機の

耐震評価部位については，表2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 構造概要図を図4－1に示す。燃料取替機のブリッジ及びトロリは，各々走行レール及び横

行レール上に載っているので地震時，走行方向に対しては，最大静止摩擦力以上の水平力が

加わった場合にすべりを生じる。 

ブリッジ及びトロリの車輪は各々4個であり，そのうち各々2個は摩擦を受ける駆動輪であ

り，他の2個は従動輪である。 

ゆえに，最大静止摩擦係数をμ＝0.3とすれば，水平力は以下のとおりとなる。 

水平力 ＝ 鉛直方向荷重×μ×2／4 ＝ 鉛直方向荷重×0.15 

(2) ブリッジ及びトロリは，走行方向に直角な方向に対しては，ブリッジ脱線防止ラグ・ブリ

ッジガイドフレームによって荷重を支持する。 

(3) トロリは，横行方向に直角な方向に対しては，トロリ脱線防止ラグによって荷重を支持す

る。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－1 構造概要図 

  

走行レール 

先端金具 
／吊荷 

ブリッジ脱線防止ラグ 

横行レール 

トロリ 

 

 

駆動輪 

従動輪 

ワイヤロープ 

ブリッジ 
駆動輪 

横行方向（ＮＳ方向） 走行方向（ＥＷ方向） 

従動輪 

ブリッジガイドフレーム 

トロリ脱線防止ラグ 
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(5) 評価ケース 

表4－1に示す評価ケースにて評価を実施する。設計基準対象施設としての条件に対する評

価条件では，燃料取替機の運転状態を想定し，ケース1，2について評価する。重大事故等対

処設備としての条件に対する評価条件では，燃料取替機の待機状態を想定し，ケース3につい

て評価する。 

 

            表4－1 評価ケース 

評価対象 燃料取替機本体，吊具 
燃料取替機 

本体 

評価ケース No. 1 2 3 

トロリ位置 

中央 ● ― ― 

端部 ― ● ○ 

                            ●：吊荷有 〇：吊荷無 

 

(6) 評価方法 

燃料取替機の評価は，スペクトルモーダル解析及び静解析を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

燃料取替機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表4－2に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－3に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

燃料取替機の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－4のとおりと

する。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件 

燃料取替機の使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－6に

示す。 
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K6 ① Ⅵ-2-11-2-5 R0 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱施設 

及び貯蔵施設 
燃料取扱設備 燃料取替機 Ｂ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

 

表 4－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱施設 

及び貯蔵施設 
燃料取扱設備 燃料取替機 ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ＶＡＳ（ⅤＡＳと

して，ⅣＡＳの

許容限界を用い

る。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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K6 ① Ⅵ-2-11-2-5 R0 

 

表4－4 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張り せん断 曲げ 組合せ 引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆＳ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆＳ 
ＶＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

  

＊ ＊ ＊ ＊ ＊＊
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表 4－5(1) 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

燃料取替機構造物フレーム 
 

周囲環境温度 50 ―   ― 

ブ
リ
ッ
ジ 

脱線防止ラグ 

本体  周囲環境温度 50 ―   ― 

取付 

ボルト 
 周囲環境温度 50 ―   ― 

ガイドフレーム 

本体  周囲環境温度 50 ―   ― 

取付 

ボルト 
 周囲環境温度 50 ―   ― 

ト
ロ
リ 

脱線防止ラグ 

本体  周囲環境温度 50 ―   ― 

取付 

ボルト 
 周囲環境温度 50 ―   ― 

片爪脱線防止ラグ 

本体  周囲環境温度 50 ―   ― 

取付 

ボルト 
 周囲環境温度 50 ―   ― 

走行レール  周囲環境温度 50 ―   ― 

横行レール  周囲環境温度 50 ―   ― 

先端金具  周囲環境温度 50 ―   ― 

注記＊： の値を記載 

 

表 4－5(2) 使用材料の許容荷重評価条件（設計基準対象施設） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

定格荷重 

(N) 
安全率 

許容荷重 

(N) 

ワイヤロープ  周囲環境温度 50 4.511×103   
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表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

燃料取替機構造物フレーム 

 

 

 

周囲環境温度 100 ―   ― 

ブ
リ
ッ
ジ 

脱線防止ラグ 

本体  周囲環境温度 100 ―   ― 

取付 

ボルト 

 

 
周囲環境温度 100 ―   ― 

ガイドフレーム 

本体 
 

 周囲環境温度 100 ―    

取付 

ボル

ト 

 

 周囲環境温度 100 ―    

ト
ロ
リ 

脱線防止ラグ 

 

本体 
 

 周囲環境温度 100 ―   ― 

取付 

ボルト 

 

 
周囲環境温度 100 ―   ― 

片爪脱線防止ラグ 

本体 
 

 
周囲環境温度 100 ―   ― 

取付 

ボルト 

 

 
周囲環境温度 100 ―   ― 

走行レール  周囲環境温度 100 ―   ― 

横行レール  周囲環境温度 100 ―   ― 

注記＊： とし，設計・建設規格 付録材料図表 Patr5 表 8 及び表 9 

（備考）第１項 イの規程に従い，0.85 倍した値を記載。 
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4.3 解析モデル及び諸元 

燃料取替機の解析モデルを図 4－2に，解析モデルの概要を以下に示す。 

また，機器諸元を本計算書の【燃料取替機の耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) 燃料取替機の耐震計算に用いる解析モデルは，はり要素を用いた有限要素モデルとする。 

(2) 燃料取替機の質量としてブリッジ，トロリの構造物及び搭載機器を考える。 

(3) 境界条件として，燃料取替機本体ブリッジ車輪／脱線防止ラグのＮＳ方向及び鉛直方向を

拘束し，ＥＷ方向へはすべる条件とする。また，ブリッジとトロリとは，３方向を拘束し

たモデルとする。 

(4) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値，荷重及び応力を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 



 

 

2
0
 

K6 ① Ⅵ-2-11-2-5 R0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－2 燃料取替機計算モデル 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表4－7(1)及び表4－7(2)に示す。また，振動モード図を図4－3及び図4－

4に示す。 

ブリッジについては走行方向（ＥＷ方向），トロリについては横行方向（ＮＳ方向）に対し

ては，最大静止摩擦力以上の水平力が加わった場合にすべりを生じるが，固有値解析では，走

行レール（原子炉建屋４階床）と車輪，ブリッジとトロリを結合した境界条件で解析を実施す

る。 

 

表4－7(1) 固有値解析結果（トロリ位置：中央）＊1 

次数 卓越方向 
固有周期 

(s) 

刺激係数 ＊2 

水平方向 
鉛直方向 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 

1         

2         

3         

4         

5         

6         

7         

8      

注記＊1：設計基準対象施設としての評価の場合 

＊2：刺激係数は，モード質量を正規化し固有ベクトルと質量マトリックスの積から算出し

た値を示す。 
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表4－7(2) 固有値解析結果（トロリ位置：端部）＊1 

次数 卓越方向 
固有周期 

(s) 

刺激係数＊2 

水平方向 
鉛直方向 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 

1         

2         

3         

4         

5         

6         

7         

8      

注記＊1：重大事故等対処設備としての評価の場合 

＊2：刺激係数は，モード質量を正規化し固有ベクトルと質量マトリックスの積から算出し

た値を示す。 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－8及び表 4－9に示す。基準地震動Ｓｓによる地震力は，

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応

答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

 

表 4－8 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 原子炉建屋 T.M.S.L. 31.7＊1 

固有周期(s)    

減衰定数(％) 水平：2.0  鉛直：2.0(1.5)＊3 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード 

固有 
周期 
(s) 

応答水平震度 応答鉛直 

震度＊4 NS 方向＊4 EW 方向 

1 次   

 

 

2 次    

3 次    

4 次    

5 次    

6 次    

7 次    

8 次    

動的地震力＊5 ＣＨ１＝1.37 ＣＨ２＝0.15＊6 1.16 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：評価上厳しくなるトロリ位置が中央にある場合の値。 

＊3：( )外は燃料取替機のトロリ位置が中央にある場合，( )内は燃料取替機のト 

ロリ位置が端部にある場合。 

＊4：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｓ）より得られる震度を示す。 

＊5：Ｓｓに基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

＊6：この方向はすべりを生じ最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないため，最大静

止摩擦係数により水平方向設計震度を求めた。 
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表 4－9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 原子炉建屋 T.M.S.L. 31.7＊1 

固有周期(s)    

減衰定数(％) 水平：2.0  鉛直：1.5 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード 

固有 
周期 
(s) 

応答水平震度 応答鉛直 

震度＊3 
NS 方向＊3 EW 方向 

1 次   

 

 

2 次    

3 次    

4 次    

5 次    

6 次    

7 次    

8 次    

動的地震力＊4 ＣＨ１＝1.37 ＣＨ２＝0. 15＊5 1.16 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：トロリ位置が端部にある場合の値。 

＊3：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｓ）より得られる震度を示す。 

＊4：Ｓｓに基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

＊5：この方向はすべりを生じ最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないため，最大静 

止摩擦係数により水平方向設計震度を求めた。 
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4.6 計算方法 

4.6.1 燃料取替機構造物フレームの応力 

(1) 計算方法 

燃料取替機構造物フレームに加わる荷重及び応力は，スペクトルモーダル解析及び静解

析により求める。 

 

a. 燃料取替機構造物フレームの応力 

(a) 組合せ応力 

構造物フレームの曲げ応力をσ１Ｆ，せん断応力をτ１Ｆとすると，組合せ応力は次式

となる。 

 

 

燃料取替機構造物フレームの最小裕度部材を図 4－2 の ａ ， ｂ に示す。 

また， ａ ， ｂ の各断面形状を図 4－5(1)，図 4－5(2)に示す。 

 

 

 

図 4－5(1)  ａ 部 ブリッジはり 

 

 

 

 

図 4－5(2)  ｂ 部 トロリ２階はり 

 

 

  

σｃ１Ｆ＝  σ１Ｆ
2＋3・τ１Ｆ

2 ・・・・・・・・・・・ (4.6.1.1) 

) 
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4.6.2 ブリッジ脱線防止ラグ，ブリッジガイドフレーム及び走行レールの応力 

(1) 荷重の計算方法 

ブリッジ脱線防止ラグに加わる荷重（ Ｐ１Ｈ ～ Ｐ４Ｈ，Ｐ１Ｖ ～ Ｐ４Ｖ ）及び，ブリッジ

ガイドフレームに加わる荷重（ Ｐ５Ｈ ～ Ｐ８Ｈ ）は，スペクトルモーダル解析及び静解析

により求める。 

 

(2) 各部の応力 

a. ブリッジ脱線防止ラグの応力 

ブリッジ脱線防止ラグの応力を，図 4－6を用いて計算する。脱線防止ラグ 1 ヶ所に作

用する負担力は，ＦＨＢ（Ｐ１Ｈ～Ｐ４Ｈの平均値）及びＦＶＢ（Ｐ１Ｖ～Ｐ４Ｖの平均値）とす

る。 

鉛直力ＦＶＢは 2 個の爪に分散し，1個当たりの負担力は次式となる。 

 

 

(a) 曲げ応力 

・Ａ部 

曲げモーメントは次式となる。 

 

 

断面係数は次式となる。 

 

 

したがって，曲げ応力は次式となる。 

 

 

・Ｂ部 

曲げモーメントは次式となる。 

 

断面係数は次式となる。 

 

 

したがって，曲げ応力は次式となる。 

 

 

  

σ２Ｂ＝ 
Ｍ２Ｂ 

Ｚ２Ｂ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.7) 

ＦＶＢ 

2 

Ｚ１Ｂ＝ 

ＦＶｂ＝ 

・・・・ (4.6.2.2) 

 
2 

ａ１Ｂ 
ｈ２Ｂ＋ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.1) 

Ｍ１Ｂ＝ＦＨＢ・ｈ１Ｂ＋ＦＶｂ・ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.3) 

Ｍ２Ｂ＝ＦＶｂ・ｈ２Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.5) 

 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.6) 

ａ１Ｂ
2・ｂ１Ｂ 

6 

Ｚ２Ｂ＝ 
ａ２Ｂ

2・ｂ２Ｂ 

6 

 

Ｍ１Ｂ 

Ｚ１Ｂ 
σ１Ｂ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.4) 
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(b) 引張応力 

・Ａ部 

断面積は次式となる。 

 

したがって，引張応力は次式となる。 

 

 

・Ｂ部 

構造上，引張応力は発生しない。 

 

(c) せん断応力 

・Ａ部 

せん断力を受ける断面積は次式となる。 

 

 

負担力ＦＨＢによるせん断応力は次式となる。 

 

 

・Ｂ部 

せん断力を受ける断面積は次式となる。 

 

 

負担力ＦＶｂによるせん断応力は次式となる。 

 

 

 

(d) 組合せ応力 

・Ａ部 

組合せ応力は次式となる。 

 

 

・Ｂ部 

組合せ応力は次式となる。 

 

 

  

τ１Ｂ＝ 
ＦＨＢ 

Ａ１Ｂ 

τ２Ｂ＝ 
ＦＶｂ 

Ａ２Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.10) 

 

Ａ１Ｂ＝ａ１Ｂ・ｂ１Ｂ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.11) 

Ａ２Ｂ＝ａ２Ｂ・ｂ２Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.12) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.13) 

ＦＶｂ 

Ａ１Ｂ 
σｔ１Ｂ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.9) 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.8) 

 

Ａ１Ｂ＝ａ１Ｂ・ｂ１Ｂ 

σｃ１Ｂ＝  （σ１Ｂ＋σｔ１Ｂ）2＋3・τ１Ｂ
2 ・・・・・・ (4.6.2.14) 

 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.15) 

 

σｃ２Ｂ＝  σ２Ｂ
2＋3・τ２Ｂ

2 
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(e) 取付ボルトの引張応力 

ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルトにかかるモーメントは次式となる。 

 

 

ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルト１本にかかる引張荷重は次式となる。 

 

 

 

引張荷重を受けるボルト１本の断面積は次式となる。 

 

 

したがって，引張応力は次式となる。 

 

 

 

(f) 取付ボルトのせん断応力 

せん断力は，取付ボルトｎ１Ｂ本で受けるものとし，ボルト 1本にかかるせん断応力

は次式となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－6 ブリッジ脱線防止ラグ 

  

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.20) 

 

τｂ１Ｂ＝ 
ｎ１Ｂ・Ａｂ１Ｂ 

ＦＨＢ 

Ａ部

ＦＨＢ 

Ｂ部 

ａ１Ｂ 

ｈ１Ｂ 

ｂ１Ｂ

ａ２Ｂ

ｈ２Ｂ 

ｂ２Ｂ

ＦＶｂ

ｄ１Ｂ 

（本数 ｎ１Ｂ）

Ｌ１Ｂ

ＦＨＢ 

Ｌ２Ｂ 

Ｌ３Ｂ 

Ｌ４Ｂ 

Ｍｂ１Ｂ＝ ＦＨＢ・Ｌ１Ｂ 

Ｆｂ１Ｂ＝ 
（Ｌ２Ｂ

２＋Ｌ３Ｂ
２＋Ｌ４Ｂ

２） 

Ｌ４Ｂ・Ｍｂ１Ｂ 
＋ 

ｎ１Ｂ 

ＦＶＢ 

σｂｔ１Ｂ＝ 
Ａｂ１Ｂ 

Ｆｂ１Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.16) 

 

・・・・ (4.6.2.17) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.19) 

 

・ｄ１Ｂ
2  ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.18) Ａｂ１Ｂ＝ 

π 

4 
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b. ブリッジガイドフレームの応力 

ブリッジガイドフレームの応力を，図 4－7 を用いて計算する。ブリッジガイドフレー

ム１個に作用する負担力を，ＦＧＢ（Ｐ５Ｈ～Ｐ８Ｈの平均値）とする。 

 

(a) 曲げ応力 

・Ｃ部 

曲げモーメントは次式となる。 

 

 

断面係数は次式となる。 

 

 

したがって，曲げ応力は次式となる。 

 

 

 

(b) せん断応力 

・Ｃ部 

せん断力を受ける断面積は次式となる。 

 

負担力ＦＧＢによるせん断応力は次式となる。 

 

 

 

(c) 組合せ応力 

・Ｃ部 

組合せ応力は次式となる。 

 

 
 

(d) 取付ボルトの引張応力 

ブリッジガイドフレーム取付ボルトにかかるモーメントは次式となる。 

 

 

  

Ｚ３Ｂ＝ 

・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.21) 

 

Ｍ３Ｂ＝ ＦＧＢ・ｈ３Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.22) 
ａ３Ｂ

2・ｂ３Ｂ 

6 

τ３Ｂ＝ 
ＦＧＢ 

Ａ３Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.24) 

 

Ａ３Ｂ＝ ａ３Ｂ・ｂ３Ｂ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.25) 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.26) 

 

σｃ３Ｂ＝  σ３Ｂ
2＋3・τ３Ｂ

2 

 

Ｍ３Ｂ 

Ｚ３Ｂ 
σ３Ｂ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.23) 

 

Ｍｂ２Ｂ＝ ＦＧＢ・Ｌ５Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.27) 
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ブリッジガイドフレーム取付ボルト１本にかかる引張荷重は次式となる。 

 

 

引張荷重を受けるボルト１本の断面積は次式となる。 

 

 

したがって，引張応力は次式となる。 

 

 

 

(e) 取付ボルトのせん断応力 

せん断力は，取付ボルトｎ２Ｂ本で受けるものとし，ボルト 1本にかかるせん断応力

は次式となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－7 ブリッジガイドフレーム 

  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.31) 

 

τｂ２Ｂ＝ 
ＦＧＢ 

ｎ２Ｂ・Ａｂ２Ｂ 

Ｃ部

ＦＧＢ

ａ３Ｂ

ｈ３Ｂ 

ｂ３Ｂ 

ｄ２Ｂ 
（本数 ｎ２Ｂ） 

Ｌ５Ｂ 

Ｌ７Ｂ 

ＦＧＢ 

Ｌ６Ｂ 

Ｆｂ２Ｂ＝ 
（Ｌ６Ｂ

２＋Ｌ７Ｂ
２） 

Ｌ７Ｂ・Ｍｂ２Ｂ 

σｂｔ２Ｂ＝ 
（ｎ２Ｂ／２）・Ａｂ２Ｂ 

Ｆｂ２Ｂ 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.28) 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.30) 

 

・ｄ２Ｂ
2  ・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.29) Ａｂ２Ｂ＝ 

π 

4 
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c. 走行レールの応力 

走行レールの応力評価は 4.6.2(2)a 項で求めた荷重（Ｆ１Ｈ ～ Ｆ４Ｈ，Ｆ１Ｖ ～ Ｆ４Ｖ）

の平均の値ＦＨＢ，及びＦＶＢから求めた爪片側当たりの負担力ＦＶｂ，4.6.2(2)b 項で求め

た荷重（Ｐ５Ｈ～Ｐ８Ｈ）の平均の値ＦＧＢを用いて評価する。 

ブリッジ脱線防止ラグに作用する鉛直力ＦＶｂ，水平力ＦＨＢは図 4－8(1)及び図 4－

8(2)に示す斜線部のように走行レール上フランジに分散する。 

ブリッジ脱線防止ラグに作用する水平力ＦＨＢ，鉛直力ＦＶｂは図 4－8(3)及び図 4－

8(4)に示す斜線部のように走行レールウェブに分散する。 

ブリッジガイドフレームに作用する水平力ＦＧＢは図 4－8(5)に示す斜線部のように走

行レール上フランジに，また，図 4－8(6)に示す斜線部のように走行レールウェブに分

散する。 

 

(a) 曲げ応力（ブリッジ脱線防止ラグ作用力） 

・Ｄ部 

鉛直力ＦＶｂによる走行レール上フランジの負担長さは次式となる。 

 

断面係数は次式となる。 

 

 

曲げモーメントは次式となる。 

 

水平力ＦＨＢによる走行レール上フランジの負担長さは次式となる。 

 

断面積は次式となる。 

 

したがって，Ｄ部に発生する曲げ応力は次式となる。 

 

 

  

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.32) 

 

ｂ４Ｂ＝ｂ２Ｂ＋2・(ｈ４Ｂ＋Ｌ８Ｂ)   

 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.34) Ｍ４Ｂ＝ＦＶｂ・ｈ４Ｂ 

Ａ５Ｂ＝ａ４Ｂ・ｂ５Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.37) σ４Ｂ＝ 
ＦＨＢ 

Ａ５Ｂ 
＋ 

Ｍ４Ｂ 

Ｚ４Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.36) 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.35) 

 

ｂ５Ｂ＝ｂ２Ｂ＋2・Ｌ９Ｂ    

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.33) Ｚ４Ｂ＝ 
ａ４Ｂ

2・ｂ４Ｂ 

6 
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・Ｅ部 

鉛直力ＦＶｂによる曲げ応力は 0である。 

水平力ＦＨＢによる走行レールウェブの負担長さは次式となる。 

 

断面係数は次式となる。 

 

 

曲げモーメントは次式となる。 

 

 

したがって，Ｅ部に発生する曲げ応力は次式となる。 

 

 

 

(b) 引張応力（ブリッジ脱線防止ラグ作用力） 

・Ｄ部 

水平力ＦＨＢ及び，鉛直力ＦＶｂによる引張応力は 0である。 

 

・Ｅ部 

水平力ＦＨＢによる引張応力は 0である。 

鉛直力ＦＶｂによる走行レールウェブの負担長さは次式となる。 

 

断面積は次式となる。 

 

したがって，Ｅ部に発生する引張応力は次式となる。 

 

 

  

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.42) 

 

ｂ７Ｂ＝ｂ２Ｂ＋2・(ｈ６Ｂ＋Ｌ１１Ｂ) 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.44) 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.38) 

 

ｂ６Ｂ＝ｂ２Ｂ＋2・(ｈ５Ｂ＋Ｌ１０Ｂ) 

σｔ５Ｂ＝ 
2・ＦＶｂ 

Ａ７Ｂ 

 
Ｍ５Ｂ 

σ５Ｂ＝ 
Ｚ５Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.40) Ｍ５Ｂ＝ＦＨＢ・ｈ５Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.41) 

Ｚ５Ｂ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.39) 
ａ５Ｂ

2・ｂ６Ｂ 

6 

Ａ７Ｂ＝ ａ５Ｂ・ｂ７Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.43) 
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(c) せん断応力（ブリッジ脱線防止ラグ作用力） 

・Ｄ部 

水平力ＦＨＢによるせん断応力は 0 である。 

鉛直力ＦＶｂによるせん断力を走行レール上フランジで負担する断面積は次式とな

る。 

 

したがって，Ｄ部に発生するせん断応力は次式となる。 

 

 

 

・Ｅ部 

鉛直力ＦＶｂによるせん断応力は 0 である。 

水平力ＦＨＢによるせん断力を走行レールウェブで負担する断面積は次式となる。 

 

したがって，Ｅ部に発生するせん断応力は次式となる。 

 

 

 

 

(d) 組合せ応力（ブリッジ脱線防止ラグ作用力） 

・Ｄ部 

Ｄ部の組合せ応力は次式となる。 

 

 

・Ｅ部 

Ｅ部の組合せ応力は次式となる。 

 

 

 

  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.48) 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.49) 

 

Ａ６Ｂ＝ａ５Ｂ・ｂ６Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.47) 

τ５Ｂ＝ 
ＦＨＢ 

Ａ６Ｂ 

σｃ４Ｂ＝  σ４Ｂ
2＋3・τ４Ｂ

2 

τ４Ｂ＝ 
ＦＶｂ 

Ａ４Ｂ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.46) 

・・・・・・ (4.6.2.50) 

 

σｃ５Ｂ＝  （σ５Ｂ＋σｔ５Ｂ）2＋3・τ５Ｂ
2 

Ａ４Ｂ＝ａ４Ｂ・ｂ４Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.45) 
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(e) 曲げ応力（ブリッジガイドフレーム作用力） 

・Ｆ部 

水平力ＦＧＢによる曲げ応力は 0である。 

 

・Ｇ部 

水平力ＦＧＢによる走行レールウェブの負担長さは次式となる。 

 

 

断面係数は次式となる。 

 

 

曲げモーメントは次式となる。 

 

 

したがって，Ｇ部に発生する曲げ応力は次式となる。 

 

 

 

(f) せん断応力（ブリッジガイドフレーム作用力） 

・Ｆ部 

水平力ＦＧＢによるせん断応力は 0 である。 

 

・Ｇ部 

水平力ＦＧＢによるせん断力を走行レールウェブで負担する断面積は次式となる。 

 

 

したがって，Ｇ部に発生するせん断応力は次式となる。 

 

 

  

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.51) 

 

ｂ８Ｂ＝ｂ３Ｂ＋2・(ｈ７Ｂ＋Ｌ１２Ｂ)    

 σ６Ｂ＝ 
Ｍ６Ｂ 

Ｚ６Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.53) Ｍ６Ｂ＝ＦＧＢ・ｈ７Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.54) 

Ｚ６Ｂ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.52) 
ａ５Ｂ

2・ｂ８Ｂ 

6 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.56) 

Ａ８Ｂ＝ａ５Ｂ・ｂ８Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.55) 

τ６Ｂ＝ 
ＦＧＢ 

Ａ８Ｂ 
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(g) 圧縮応力（ブリッジガイドフレーム作用力） 

・Ｆ部 

水平力ＦＧＢによる走行レール上フランジの負担長さは次式となる。 

 

断面積は次式となる。 

 

 

したがって，Ｆ部に発生する圧縮応力は次式となる。 

 

 

 

・Ｇ部 

水平力ＦＧＢによる圧縮応力は 0である。 

 

(h) 組合せ応力（ブリッジガイドフレーム作用力） 

・Ｆ部 

Ｆ部に発生するのは圧縮応力のみであることから，組合せ応力の確認は不要となる。 

 

・Ｇ部 

組合せ応力は次式となる。 

 

 

  

・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.60) 

 

σｃ６Ｂ＝  σ６Ｂ
2＋3・τ６Ｂ

2 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.57) 

 

ｂ９Ｂ＝ｂ３Ｂ＋2・Ｌ１３Ｂ    

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.59) 
ＦＧＢ 

Ａ９Ｂ 
σＳ１Ｂ＝ 

Ａ９Ｂ＝ａ４Ｂ・ｂ９Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.58) 
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図 4－8(1)  走行レール上フランジ鉛直力（ＦＶｂ）負担部位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－8(2)  走行レール上フランジ水平力（ＦＨＢ）負担部位 

 

 

  

Ｄ部 

ｂ４Ｂ 

ｈ４Ｂ 

Ｌ８Ｂ 

ＦＶｂ 

ａ４Ｂ 

ｂ２Ｂ 

ｂ２Ｂ 

Ｌ９Ｂ 

ＦＨＢ Ｄ部 

ａ４Ｂ 

ｂ５Ｂ 
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図 4－8(3)  走行レールウェブ水平力（ＦＨＢ）負担部位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－8(4)  走行レールウェブ鉛直力（ＦＶｂ）負担部位 

 

 

 

  

Ｌ１０Ｂ 

ｂ２Ｂ 

ＦＨＢ 

ｂ６Ｂ 
ｈ５Ｂ 

Ｅ部 

ａ５Ｂ 

ｂ２Ｂ 

Ｌ１１Ｂ 

ｈ６Ｂ ＦＶｂ 

Ｅ部 
ｂ７Ｂ 

ａ５Ｂ 

ＦＶｂ ＦＶｂ 
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図 4－8(5)  走行レール上フランジ水平力（ＦＧＢ）負担部位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－8(6)  走行レールウェブ水平力（ＦＧＢ）負担部位 

  

Ｌ１２Ｂ 

ｂ３Ｂ 

ＦＧＢ 

ｂ８Ｂ 
ｈ７Ｂ 

Ｇ部 

ａ５Ｂ 

ｂ３Ｂ 

Ｌ１３Ｂ 

ＦＧＢ Ｆ部 

ａ４Ｂ 

ｂ９Ｂ
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4.6.3 トロリ脱線防止ラグ及び横行レールの応力 

(1) 荷重の計算方法 

トロリ脱線防止ラグに加わる荷重（ Ｐ９Ｈ ～ Ｐ１２Ｈ，Ｐ９Ｖ ～ Ｐ１２Ｖ ）は，スペクト

ルモーダル解析及び静解析により求める。 

トロリ車輪近傍には，２組の脱線防止ラグが設置されている。１車輪当たりの脱線防止

ラグ配置概要を図 4－9に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－9 トロリ脱線防止ラグ 配置概要 

 

上記２組のトロリ脱線防止ラグに作用する負担力は，ＦＨＴ（Ｐ９Ｈ～Ｐ１２Ｈの平均値）及

び，ＦＶＴ（Ｐ９Ｖ～Ｐ１２Ｖの平均値）とする。 

水平力ＦＨＴ及び，ＦＶＴは，図 4－10 に示すようにトロリ脱線防止ラグ及びトロリ片爪脱

線防止ラグに分散される。 

各脱線防止ラグの負担力は，各々のレール接触幅に比例するものとみなす。 

トロリ脱線防止ラグに発生する水平力ＦＨＴ（１）及び鉛直力ＦＶＴ（１）は，次式となる。 

 

ＦＨＴ（１）＝            ・・・・・・・・・・・ （4.6.3.1） 

 

ＦＶＴ（１）＝            ・・・・・・・・・・・ （4.6.3.2） 

 

 

トロリ片爪脱線防止ラグに発生する水平力ＦＨＴ（２）及び鉛直力ＦＶＴ（２）は，次式となる。 

 

ＦＨＴ（２）＝            ・・・・・・・・・・・ （4.6.3.3） 

 

ＦＶＴ（２）＝            ・・・・・・・・・・・ （4.6.3.4） 

  

トロリ脱線防止ラグ トロリ片爪脱線防止ラグ 

トロリレール 

ＦＨＴ・ｂ１Ｔ（１） 
ｂ１Ｔ（１）＋ｂ１Ｔ（２） 

ＦＶＴ・ｂ１Ｔ（１） 
ｂ１Ｔ（１）＋ｂ１Ｔ（２） 

ＦＨＴ・ｂ１Ｔ（２） 
ｂ１Ｔ（１）＋ｂ１Ｔ（２） 

ＦＶＴ・ｂ１Ｔ（２） 
ｂ１Ｔ（１）＋ｂ１Ｔ（２） 
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図 4－10 計算モデル 

  

トロリ横行方向 トロリ 

トロリ片爪脱線防止ラグ 

Ｆ１０Ｈ Ｆ１０Ｖ 
ブリッジ走行方向 

トロリ脱線防止ラグ Ｆ１１Ｈ 

 
 

Ｆ１２Ｖ 
Ｆ９Ｖ 

Ｆ９Ｈ 

トロリレール 
Ｆ１１Ｖ 

Ｆ１２Ｈ 

ｂ１Ｔ（１） ｂ１Ｔ（２） 

トロリ脱線防止ラグ トロリ片爪脱線防止ラグ 

トロリレール 
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(2) 各部の応力 

a. トロリ脱線防止ラグの応力 

トロリ脱線防止ラグの応力を，図 4－11を用いて計算する。 

鉛直力ＦＶＴは 2 個の爪に分散し，1個当たりの負担力は次式となる。 

 

 

(a) 曲げ応力 

・Ａ部 

曲げモーメントは次式となる。 

 

 

 

断面係数は次式となる。 

 

 

したがって，曲げ応力は次式となる。 

 

 

 

・Ｂ部 

曲げモーメントは次式となる。 

 

 

断面係数は次式となる。 

 

 

したがって，曲げ応力は次式となる。 

 

 

  

Ｚ１Ｔ（１）＝ 

・・・・ (4.6.3.6) 

 

ａ１Ｔ（１） 

2 
ｈ２Ｔ（１）＋ 

Ｍ１Ｔ（１） 

Ｚ１Ｔ（１） 

Ｚ２Ｔ（１）＝ 

σ２Ｔ（１）＝ 
Ｍ２Ｔ（１） 

Ｚ２Ｔ（１） 

Ｍ１Ｔ（１）＝ＦＨＴ（１）・ｈ１Ｔ（１）＋ＦＶｔ（１）・ 

 

・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.7) 

Ｍ２Ｔ（１）＝ＦＶｔ（１）・ｈ２Ｔ（１） ・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.9) 

 

・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.10) 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.11) 

ａ１Ｔ（１）
2・ｂ１Ｔ（１） 

6 

ａ２Ｔ（１）
2・ｂ２Ｔ（１） 

6 

σ１Ｔ（１）＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.8) 

 

ＦＶｔ（１）＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.5) 
ＦＶＴ（１） 

2 



 

43 

K
6
 
①

 Ⅵ
-
2-
1
1
-2
-
5
 R
0 

(b) 引張応力 

・Ａ部 

断面積は次式となる。 

 

 

したがって，引張応力は次式となる。 

 

 

・Ｂ部 

構造上，引張応力は発生しない。 

 

(c) せん断応力 

・Ａ部 

負担力ＦＨＴによるせん断応力は次式となる。 

 

 

・Ｂ部 

せん断力を受ける断面積は次式となる。 

 

 

負担力ＦＶｔによるせん断応力は次式となる。 

 

 

 

(d) 組合せ応力 

・Ａ部 

組合せ応力は次式となる。 

 

 

・Ｂ部 

組合せ応力は次式となる。 

 

 

 

  

τ１Ｔ（１）＝ 

τ２Ｔ（１）＝ 
ＦＶｔ（１） 

 Ａ２Ｔ（１） 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.14) 

Ａ２Ｔ（１）＝ａ２Ｔ（１）・ｂ２Ｔ（１） ・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.15) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.16) 

σｃ１Ｔ（１）＝（σ１Ｔ（１）＋σｔ１Ｔ（１））2＋3・τ１Ｔ（１）
2 

・・・・・・・・・ (4.6.3.18) 

 

σｃ２Ｔ（１）＝ σ２Ｔ（１）
2＋3・τ２Ｔ（１）

2 

ＦＨＴ（１） 

Ａ１Ｔ（１） 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.12) 

 

Ａ１Ｔ（１）＝ａ１Ｔ（１）・ｂ１Ｔ（１） 

・・ (4.6.3.17) 

 

ＦＶｔ（１） 

Ａ１Ｔ（１） 
σｔ１Ｔ（１）＝ ・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.13) 
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(e) 取付ボルトの引張応力 

取付ボルトにかかるモーメントは次式となる。 

 

 

取付ボルト１本にかかる引張荷重は次式となる。 

 

 

 

 

引張荷重を受けるボルト１本の断面積は次式となる。 

 

 

したがって，引張応力は次式となる。 

 

 

 

(f) 取付ボルトのせん断応力 

せん断力は，取付ボルトｎ１Ｔ（１）本で受けるものとし，ボルト 1 本にかかるせん断

応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－11 トロリ脱線防止ラグ 

τｂ１Ｔ（１）＝ 
ｎ１Ｔ（１）・Ａｂ１Ｔ（１） 

ＦＨＴ（１） 
・・・・・・・・・・・ (4.6.3.23) 

Ａ部

ＦＨＴ（１） 

Ｂ部 

ａ１Ｔ（１） 

ｈ１Ｔ（１）

ｂ１Ｔ（１）

ａ２Ｔ（１） 

ｈ２Ｔ（１）

ｂ２Ｔ（１） 

ＦＶｔ（１）

（本数 ｎ１Ｔ（１））

Ｌ３Ｔ（１） 

ｄ１Ｔ（１） 

Ｌ２Ｔ（１） 

Ｌ１Ｔ（１）

ＦＨＴ（１）

Ｍｂ１Ｔ（１）＝ＦＨＴ（１）・Ｌ１Ｔ（１） 

 

Ｆｂ１Ｔ（１）＝ 
（Ｌ２Ｔ（１）

2＋Ｌ３Ｔ（１）
2）・ｎ１Ｔ（１）／２ 

Ｍｂ１Ｔ（１）・Ｌ３Ｔ（１） 

ｎ１Ｔ（１） 

ＦＶＴ（１） 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.19) 

・・・ (4.6.3.20) 

＋ 

σｂｔ１Ｔ（１）＝ 
Ａｂ１Ｔ（１） 

Ｆｂ１Ｔ（１） 
・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.22) 

 

・ｄ１Ｔ（１）
2 ・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.21) Ａｂ１Ｔ（１）＝ 

π 

4 
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b. トロリ片爪脱線防止ラグの応力 

トロリ片爪脱線防止ラグの応力を，図 4－12を用いて計算する。 

鉛直力ＦＶＴ（２）は 2個の爪に分散し，1個当たりの負担力は次式となる。 

 

 

(a) 曲げ応力 

・Ａ部 

曲げモーメントは次式となる。 

 

 

 

断面係数は次式となる。 

 

 

したがって，曲げ応力は次式となる。 

 

 

・Ｂ部 

曲げモーメントは次式となる。 

 

 

断面係数は次式となる。 

 

 

したがって，曲げ応力は次式となる。 

 

 

 

(b) 引張応力 

・Ａ部 

断面積は次式となる。 

 

 

したがって，引張応力は次式となる。 

 

 

・Ｂ部 

構造上，引張応力は発生しない。  

Ｚ１Ｔ（２）＝ 

・・・・ (4.6.3.25) 

 

ａ１Ｔ（２） 

2 
ｈ２Ｔ（２）＋ 

Ｍ１Ｔ（２） 

Ｚ１Ｔ（２） 

Ｚ２Ｔ（２）＝ 

σ２Ｔ（２）＝ 
Ｍ２Ｔ（２） 

Ｚ２Ｔ（２） 

Ｍ１Ｔ（２）＝ＦＨＴ（２）・ｈ１Ｔ（２）＋ＦＶｔ（２）・ 

 

・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.26) 

Ｍ２Ｔ（２）＝ＦＶｔ（２）・ｈ２Ｔ（２） ・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.28) 

 

・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.29) 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.30) 

ａ１Ｔ（２）
2・ｂ１Ｔ（２） 

6 

ａ２Ｔ（２）
2・ｂ２Ｔ（２） 

6 

σ１Ｔ（２）＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.27) 

 

ＦＶｔ（２） 

Ａ１Ｔ（２） 
σｔ１Ｔ（２）＝ ・・・・・・・・・・・ (4.6.3.32) 

 

・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.31) 

 

Ａ１Ｔ（２）＝ａ１Ｔ（２）・ｂ１Ｔ（２） 

ＦＶｔ（２）＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.24) 
ＦＶＴ（２） 

2 
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(c) せん断応力 

・Ａ部 

負担力ＦＨＴによるせん断応力は次式となる。 

 

 

・Ｂ部 

せん断力を受ける断面積は次式となる。 

 

 

負担力ＦＶｔによるせん断応力は次式となる。 

 

 

 

(d) 組合せ応力 

・Ａ部 

組合せ応力は次式となる。 

 

 

・Ｂ部 

組合せ応力は次式となる。 

 

 

 

(e) 取付ボルトの引張応力 

取付ボルトにかかるモーメントは次式となる。 

 

 

取付ボルト１本にかかる引張荷重は次式となる。 

 

 

 

 

引張荷重を受けるボルト１本の断面積は次式となる。 

 

 

したがって，引張応力は次式となる。 

 

  

τ１Ｔ（２）＝ 

τ２Ｔ（２）＝ 
ＦＶｔ（２） 

 Ａ２Ｔ（２） 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.33) 

Ａ２Ｔ（２）＝ａ２Ｔ（２）・ｂ２Ｔ（２） ・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.34) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.35) 

σｃ１Ｔ（２）＝（σ１Ｔ（２）＋σｔ１Ｔ（２））2＋3・τ１Ｔ（２）
2 

・・・・・・・・・ (4.6.3.37) 

 
σｃ２Ｔ（２）＝ σ２Ｔ（２）

2＋3・τ２Ｔ（２）
2 

ＦＨＴ（２） 

Ａ１Ｔ（２） 

・・ (4.6.3.36) 

 

Ｆｂ１Ｔ（２）＝ 
（Ｌ２Ｔ（２）

2＋Ｌ３Ｔ（２）
2）・ｎ１Ｔ（２）／４ 

Ｍｂ１Ｔ（２）・Ｌ３Ｔ（２） 

ｎ１Ｔ（２） 

ＦＶＴ（２） 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.38) 

 

・・・ (4.6.3.39) 

＋ 

σｂｔ１Ｔ（２）＝ 
Ａｂ１Ｔ（２） 

Ｆｂ１Ｔ（２） 
・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.41) 

 

Ｍｂ１Ｔ（２）＝ＦＨＴ（２）・Ｌ１Ｔ（２） 

 

・ｄ１Ｔ（２）
2    ・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.40) Ａｂ１Ｔ（２）＝ 

π 

4 
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(f) 取付ボルトのせん断応力 

せん断力は，取付ボルトｎ１Ｔ（２）本で受けるものとし，ボルト 1 本にかかるせん断

応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－12 トロリ片爪脱線防止ラグ 

 

  

Ａ部

ＦＨＴ（２） 

Ｂ部

ａ１Ｔ（２） 

ｈ１Ｔ（２）

ｂ１Ｔ（２）

ａ２Ｔ（２）

ｈ２Ｔ（２）

ｂ２Ｔ（２）

ＦＶｔ（２） 

（本数 ｎ１Ｔ（２）） 

Ｌ２Ｔ（２） 

Ｌ３Ｔ（２） 

ｄ１Ｔ（２） 

ＦＨＴ（２）

Ｌ１Ｔ（２） 

τｂ１Ｔ（２）＝ 
（ｎ１Ｔ（２）／２）・Ａｂ１Ｔ（２） 

ＦＨＴ（２） 
・・・・・ (4.6.3.42) 



 

48 

K
6
 
①

 Ⅵ
-
2-
1
1
-2
-
5
 R
0 

c. 横行レールの応力 

トロリ脱線防止ラグに作用する鉛直力ＦＶｔ（１），水平力ＦＨＴ（１）は図 4－13(1)及び  

図 4－13(2)に示す斜線部のように横行レール上フランジに分散する。 

トロリ脱線防止ラグに作用する水平力ＦＨＴ（１），鉛直力ＦＶｔ（１）は図 4－13(3)及び  

図 4－13(4)に示す斜線部のように横行レールウェブに分散する。 

トロリ片爪脱線防止ラグに作用する鉛直力ＦＶｔ（２），水平力ＦＨＴ（２）は図 4－14(1)及

び図 4－14(2)に示す斜線部のように横行レール上フランジに分散する。 

トロリ片爪脱線防止ラグに作用する水平力ＦＨＴ（２），鉛直力ＦＶｔ（２）は図 4－14(3)及

び図 4－14(4)に示す斜線部のように横行レールウェブに分散する。 

 

(a)  曲げ応力（トロリ脱線防止ラグ作用力） 

・Ｃ部 

鉛直力ＦＶｔ（１）による横行レール上フランジの負担長さは次式となる。 

 

断面係数は次式となる。 

 

 

曲げモーメントは次式となる。 

 

水平力ＦＨＴ（１）による横行レール上フランジの負担長さは次式となる。 

 

断面積は次式となる。 

 

したがって，Ｃ部に発生する曲げ応力は次式となる。 

 

 

 

  

・・・・・・・ (4.6.3.43) 

 

ｂ４Ｔ（１）＝ｂ２Ｔ（１）＋2・(ｈ４Ｔ（１）＋Ｌ４Ｔ（１）) 

 

・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.45) Ｍ４Ｔ（１）＝ＦＶｔ（１）・ｈ４Ｔ（１） 

Ａ５Ｔ（１）＝ａ４Ｔ（１）・ｂ５Ｔ（１） 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.48) σ４Ｔ（１）＝ 
ＦＨＴ（１） 

Ａ５Ｔ（１） 

Ｍ４Ｔ（１） 
＋ 

Ｚ４Ｔ（１） 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.47) 

・・・・・・・・ (4.6.3.46) 

 

ｂ５Ｔ（１）＝ｂ２Ｔ（１）＋2・Ｌ５Ｔ（１）    

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.44) Ｚ４Ｔ（１）＝ 
ａ４Ｔ（１）

2・ｂ４Ｔ（１） 

6 
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・Ｄ部 

鉛直力ＦＶｔ（１）による曲げ応力は 0である。 

水平力ＦＨＴ（１）による横行レールウェブの負担長さは次式となる。 

 

 

断面係数は次式となる。 

 

 

曲げモーメントは次式となる。 

 

 

したがって，Ｄ部に発生する曲げ応力は次式となる。 

 

 

 

(b)  引張応力（トロリ脱線防止ラグ作用力） 

・Ｃ部 

水平力ＦＨＴ（１）及び，鉛直力ＦＶｔ（１）による引張応力は 0 である。 

 

・Ｄ部 

水平力ＦＨＴ（１）による引張応力は 0である。 

鉛直力ＦＶｔ（１）による横行レールウェブの負担長さは次式となる。 

 

 

断面積は次式となる。 

 

したがって，Ｄ部に発生する引張応力は次式となる。 

 

 

  

・・・・・・・・・・・ (4.6.3.50) 

・・・・・・・ (4.6.3.49) ｂ６Ｔ（１）＝ｂ２Ｔ（１）＋2・(ｈ５Ｔ（１）＋Ｌ６Ｔ（１）) 

 

Ｚ５Ｔ（１）＝ 
ａ５Ｔ（１）

2・ｂ６Ｔ（１） 

6 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.51) Ｍ５Ｔ（１）＝ＦＨＴ（１）・ｈ５Ｔ（１） 

 σ５Ｔ（１）＝ 
Ｍ５Ｔ（１） 

Ｚ５Ｔ（１） 
・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.52) 

・・・・・ (4.6.3.53) 

 

ｂ７Ｔ（１）＝ｂ２Ｔ（１）＋2・(ｈ６Ｔ（１）＋Ｌ７Ｔ（１）)  

 

・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.55) σｔ５Ｔ（１）＝ 
2・ＦＶｔ（１） 

Ａ７Ｔ（１） 

Ａ７Ｔ（１）＝ａ５Ｔ（１）・ｂ７Ｔ（１） ・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.54) 
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(c)  せん断応力（トロリ脱線防止ラグ作用力） 

・Ｃ部 

水平力ＦＨＴ（１）によるせん断応力は 0 である。 

鉛直力ＦＶｔ（１）によるせん断力を横行レール上フランジで負担する断面積は次式と

なる。 

 

したがって，Ｃ部に発生するせん断応力は次式となる。 

 

 

 

・Ｄ部 

鉛直力ＦＶｔ（１）によるせん断応力は 0 である。 

水平力ＦＨＴ（１）によるせん断力を横行レールウェブで負担する断面積は次式となる。 

 

 

したがって，Ｄ部に発生するせん断応力は次式となる。 

 

 

 

(d)  組合せ応力（トロリ脱線防止ラグ作用力） 

・Ｃ部 

Ｃ部の組合せ応力は次式となる。 

 

 

・Ｄ部 

Ｄ部の組合せ応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

  

・・・ (4.6.3.61) 

 

σｃ５Ｔ（１）＝（σ５Ｔ（１）＋σｔ５Ｔ（１））2＋3・τ５Ｔ（１）
2 

・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.59) 

Ａ６Ｔ（１）＝ａ５Ｔ（１）・ｂ６Ｔ（１） ・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.58) 

τ５Ｔ（１）＝ 
ＦＨＴ（１） 

Ａ６Ｔ（１） 

τ４Ｔ（１）＝ 
ＦＶｔ（１） 

Ａ４Ｔ（１） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.57) 

Ａ４Ｔ（１）＝ａ４Ｔ（１）・ｂ４Ｔ（１） ・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.56) 

・・・・・・・・・・ (4.6.3.60) 

 

σｃ４Ｔ（１）＝  σ４Ｔ（１）
2＋3・τ４Ｔ（１）

2  
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図 4－13(1) トロリ脱線防止ラグ 横行レール上フランジ鉛直力（ＦＶｔ（１））負担部位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－13(2) トロリ脱線防止ラグ 横行レール上フランジ水平力（ＦＨＴ（１））負担部位 

 

 

  

Ｃ部 

ｂ４Ｔ（１） 

ｈ４Ｔ(1) 

Ｌ４Ｔ（１） 

ＦＶｔ（１） 

ａ４Ｔ（１） 

ｂ２Ｔ（１） 

ｂ２Ｔ（１） 

Ｌ５Ｔ（１） 

ＦＨＴ（１） Ｃ部 

ａ４Ｔ（１） 

ｂ５Ｔ（１）
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図 4－13(3) トロリ脱線防止ラグ 横行レールウェブ水平力（ＦＨＴ（１））負担部位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－13(4) トロリ脱線防止ラグ 横行レールウェブ鉛直力（ＦＶｔ（１））負担部位 

 

 

  

Ｌ６Ｔ（１） 

ｂ２Ｔ（１） 

ＦＨＴ（１） 

ｂ６Ｔ（１） 
ｈ５Ｔ（１） 

Ｄ部 

ａ５Ｔ（１） 

ｂ２Ｔ（１） 

Ｌ７Ｔ（１） 

ｈ６Ｔ（１） 
ＦＶｔ（１） 

Ｄ部 

ｂ７Ｔ（１） 

ａ５Ｔ（１）

ＦＶｔ（１） ＦＶｔ（１） 
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(e)  曲げ応力（トロリ片爪脱線防止ラグ作用力） 

・Ｃ部 

鉛直力ＦＶｔ（２）による横行レール上フランジの負担長さは次式となる。 

 

断面係数は次式となる。 

 

 

曲げモーメントは次式となる。 

 

水平力ＦＨＴ（２）による横行レール上フランジの負担長さは次式となる。 

 

 

断面積は次式となる。 

 

 

したがって，Ｃ部に発生する曲げ応力は次式となる。 

 

 

 

・Ｄ部 

鉛直力ＦＶｔ（２）による曲げ応力は 0である。 

水平力ＦＨＴ（２）による横行レールウェブの負担長さは次式となる。 

 

 

断面係数は次式となる。 

 

 

曲げモーメントは次式となる。 

 

 

したがって，Ｄ部に発生する曲げ応力は次式となる。 

 

 

  

・・・・・・・・・・・ (4.6.3.69) 

・・・・・ (4.6.3.68) 

 

ｂ６Ｔ（２）＝ｂ２Ｔ（２）＋2・(ｈ５Ｔ（２）＋Ｌ６Ｔ（２）) 

 

Ｚ５Ｔ（２）＝ 
ａ５Ｔ（２）

2・ｂ６Ｔ（２） 

6 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.70) Ｍ５Ｔ（２）＝ＦＨＴ（２）・ｈ５Ｔ（２） 

 σ５Ｔ（２）＝ 
Ｍ５Ｔ（２） 

Ｚ５Ｔ（２） 
・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.71) 

・・・・・・・ (4.6.3.62) 

 

ｂ４Ｔ（２）＝ｂ２Ｔ（２）＋2・(ｈ４Ｔ（２）＋Ｌ４Ｔ（２）) 

 

・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.64) Ｍ４Ｔ（２）＝ＦＶｔ（２）・ｈ４Ｔ（２） 

Ａ５Ｔ（２）＝ａ４Ｔ（２）・ｂ５Ｔ（２） 

・・・・・・・・・・・ (4.6.3.67) σ４Ｔ（２）＝ 
ＦＨＴ（２） 

Ａ５Ｔ（２） 
＋ 

Ｍ４Ｔ（２） 

Ｚ４Ｔ（２） 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.66) 

・・・ (4.6.3.65) 

 

ｂ５Ｔ（２）＝ｂ２Ｔ（２）＋2・Ｌ５Ｔ（２）    

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.63) Ｚ４Ｔ（２）＝ 
ａ４Ｔ（２）

2・ｂ４Ｔ（２） 

6 
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(f)  引張応力（トロリ片爪脱線防止ラグ作用力） 

・Ｃ部 

水平力ＦＨＴ（２）及び，鉛直力ＦＶｔ（２）による引張応力は 0 である。 

 

・Ｄ部 

水平力ＦＨＴ（２）による引張応力は 0である。 

鉛直力ＦＶｔ（２）による横行レールウェブの負担長さは次式となる。 

 

 

断面積は次式となる。 

 

 

したがって，Ｄ部に発生する引張応力は次式となる。 

 

 

 

(g)  せん断応力（トロリ片爪脱線防止ラグ作用力） 

・Ｃ部 

水平力ＦＨＴ（２）によるせん断応力は 0 である。 

鉛直力ＦＶｔ（２）によるせん断力を横行レール上フランジで負担する断面積は次式と

なる。 

 

 

したがって，Ｃ部に発生するせん断応力は次式となる。 

 

 

 

・Ｄ部 

鉛直力ＦＶｔ（２）によるせん断応力は 0 である。 

水平力ＦＨＴ（２）によるせん断力を横行レールで負担する断面積は次式となる。 

 

 

したがって，Ｄ部に発生するせん断応力は次式となる。 

 

 

  

・・・・・ (4.6.3.72) 

 

ｂ７Ｔ（２）＝ｂ２Ｔ（２）＋2・(ｈ６Ｔ（２）＋Ｌ７Ｔ（２）)  

 

・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.74) σｔ５Ｔ（２）＝ 
2・ＦＶｔ（２） 

Ａ７Ｔ（２） 

Ａ７Ｔ（２）＝ａ５Ｔ（２）・ｂ７Ｔ（２） ・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.73) 

・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.78) 

Ａ６Ｔ（２）＝ａ５Ｔ（２）・ｂ６Ｔ（２） ・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.77) 

τ５Ｔ（２）＝ 
ＦＨＴ（２） 

Ａ６Ｔ（２） 

τ４Ｔ（２）＝ 
ＦＶｔ（２） 

Ａ４Ｔ（２） 

Ａ４Ｔ（２）＝ａ４Ｔ（２）・ｂ４Ｔ（２） ・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.75) 

・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.76) 
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(h)  組合せ応力（トロリ片爪脱線防止ラグ作用力） 

・Ｃ部 

Ｃ部の組合せ応力は次式となる。 

 

 

・Ｄ部 

Ｄ部の組合せ応力は次式となる。 

 

 

  

・・・ (4.6.3.80) 

 

σｃ５Ｔ（２）＝（σ５Ｔ（２）＋σｔ５Ｔ（２））2＋3・τ５Ｔ（２）
2 

・・・・・・・・・・ (4.6.3.79) 

 

σｃ４Ｔ（２）＝  σ４Ｔ（２）
2＋3・τ４Ｔ（２）

2  
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図 4－14(1) トロリ片爪脱線防止ラグ 横行レール上フランジ鉛直力（ＦＶｔ（２））負担部位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－14(2) トロリ片爪脱線防止ラグ 横行レール上フランジ水平力（ＦＨＴ（２））負担部位 

 

 

  

Ｃ部 

ｂ４Ｔ（２） 

ｈ４Ｔ(２) 

Ｌ４Ｔ（２） 

ＦＶｔ（２） 

ａ４Ｔ（２） 

ｂ２Ｔ（２） 

ｂ２Ｔ（２） 

Ｌ５Ｔ（２） 

ＦＨＴ（２） Ｃ部 

ａ４Ｔ（２） 

ｂ５Ｔ（２） 
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図 4－14(3) トロリ片爪脱線防止ラグ 横行レールウェブ水平力（ＦＨＴ（２））負担部位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－14(4) トロリ片爪脱線防止ラグ 横行レールウェブ鉛直力（ＦＶｔ（２））負担部位 

 

 

 

  

Ｌ６Ｔ（２） 

ｂ２Ｔ（２） 

ＦＨＴ（２） 

ｂ６Ｔ（２） 
ｈ５Ｔ（２） 

Ｄ部 

ａ５Ｔ（２） 

ｂ２Ｔ（２） 

Ｌ７Ｔ（２） 

ｈ６Ｔ（２） ＦＶｔ（２） 

Ｄ部 

ｂ７Ｔ（２） 

ａ５Ｔ（２）

ＦＶｔ（２） ＦＶｔ（２） 
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4.6.4 吊具の計算（ワイヤロープの支持荷重及び先端金具の応力） 

(1)  荷重の計算方法 

燃料取替機の吊荷荷重を受ける各部は，ブリッジ，トロリ，ワイヤロープ及び先端金具

で，このうち吊荷を直接吊るもので，損傷・破断により落下に至る可能性があるワイヤロ

ープと先端金具を評価対象とする。 

 

ワイヤロープ及び先端金具の計算に当たっては，以下の基本事項で行うものとする。 

・吊荷は水中にあり，実際の吊下げでは水の抵抗を受けるが，評価に当たっては，気中で

の吊下げを想定して保守的に水の抵抗はないものとして行う。 

・燃料取替機及び吊荷の速度算出に当たっては，燃料取替機，吊荷質量及びワイヤロープ

長さの評価条件を，固有周期と床応答曲線の関係から評価が厳しくなるように設定する。 

① ワイヤロープ長さは，固有周期に対する床応答特性（加速度）がより厳しくなる長

さとする。評価に当たって，ここでのワイヤロープ長さは吊上げ上端位置とする。 

② 吊荷の質量は，定格質量で評価を実施する。 

・ワイヤロープ，先端金具の荷重は，吊荷を１自由度モデルにより求めた固有周期に対応

する加速度，燃料取替機を 4.4 項より求めた固有周期に対応する加速度をもとに，吊荷

が一度浮上って落下したときの衝撃荷重を算出する。 

・燃料取替機と吊荷の位相差が吊荷に及ぼす影響については，吊荷とは逆位相に生じる燃

料取替機の速度を，吊荷に作用する相対速度として考慮する。 

・衝撃荷重は，吊荷が持っている運動量の保存則を考慮して算出する。 

・水平方向地震に伴い，吊荷が振り子運動を起こして吊具に遠心力が作用するが，その影

響については，軽微であることから，評価においては鉛直方向地震だけを考慮するもの

とする。 
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a. 吊荷の浮上り後の落下速度の算出 

吊荷は，図 4－15に示すように，鉛直方向に浮上り再び自然長位置に戻った瞬間から，

吊具の衝撃荷重を与える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－15 吊荷の浮上りの様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①静止位置 ②最大高さ ③落下後の自然長位置 

ワイヤロープが 

緩んだ状態， 

速度０ 

○下向き速度ｖ 

 ②，③まではエネルギー保存則より 

 下向き速度ｖは 

  ｖ＜ｖ1 

 となるが，保守的に 

  ｖ＝ｖ１ 

 として評価を行う。 

ｖ１：上向き速度 

静止状態での 

ワイヤロープ

長さ 

ワイヤロープが自然長 

位置の長さになった状

態，この位置で衝撃荷 

重が作用し始める。 

ｖ：下向き速度 
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b. 吊荷の固有周期 

以下のとおり，トロリを剛体としたときの吊荷の固有周期Ｔｗを算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固有周期： 

 

 

ばね定数： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ワイヤロープ長さ Ｌｗ 

トロリ（剛体） 

ばね定数 ｋｗ 

自重 ｍｍ・g 

Ｔｗ＝2・π・ 
ｍｍ 

ｋｗ 

Ａｗ・ｎｗ・Ｅｗ 
ｋｗ＝ 

Ｌｗ 

・・・・・・・ (4.6.4.1) 

・・・・・・・ (4.6.4.2) 
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c. 吊具に作用する衝撃荷重 

以下のとおり，ワイヤロープ，先端金具に作用する荷重Ｆを算出する。 

図 4－16 及び図 4－17 に示すように，ワイヤロープの下端にある吊荷の運動量の変化

は吊荷とトロリの質量や固有値が異なることからｖ１とｖ２が同値にならないが，保守的

にワイヤロープの減衰がなく完全弾性衝突を仮定して反発係数を 1とすれば以下となる。 

 

(力積)：   

 

(吊荷の運動量の変化)： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－16 吊荷落下後の速度変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－17 吊荷の力積の概念図  

ｔ 
Ｔｗ 

作用時間 

吊荷の力積 

 ｍｍ・(ｖ１＋ｖ２)   

 

0 
・dt 2・π・  Ｆ・sin 

Ｔｗ 

4 

相対速度（ｖ１＋ｖ２）とする。 

ブリッジ 

吊荷 

トロリ 

ｖ１ 

ｖ２ 力積発生後 

ワイヤロープ 

・・・・・・・・ (4.6.4.3) 

・・・・・・・・ (4.6.4.4) 

最下点：速度０ 
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吊荷の運動方向が変化する時間については，ワイヤロープが完全弾性体で，吊荷とト

ロリの運動が自由振動系であることを仮定すれば，吊荷の固有周期Ｔｗの 4 分の 1 とな

る。 

以上から，運動量変化及び作用時間をもとに荷重は，自重分を追加して，以下のとお

り計算する。 

 

 

 

(2) ワイヤロープの支持荷重 

ワイヤロープの支持荷重及び先端金具の応力を，図 4－18 を用いて計算する。 

ワイヤロープの支持荷重は次式となる。 

 

 

 

(3) 先端金具の応力 

先端金具の応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－18 ワイヤロープ及び先端金具 

  

2・π・ｍｍ・(ｖ1＋ｖ2) 
Ｆ＝ ＋ｍｍ・g 

Ｔｗ 

 

Ｆ 
Ｆｗ＝ 

ｎｗ 

σｍ＝ 
Ｆｗ 

Ａｔ 

 

 

 

 

・・・・・ (4.6.4.5) 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.4.6) 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.4.7) 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重は，本計算書の【燃料取替機の耐震性についての計算結果】

の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 燃料取替機構造物フレーム，脱線防止ラグ，ブリッジガイドフレーム，走行レール及び

横行レールの応力評価 

4.6.1 項，4.6.2 項及び 4.6.3 項で求めた燃料取替機構造物フレーム，脱線防止ラグ，ブ

リッジガイドフレーム，走行レール及び横行レールの各応力が次式より求めた許容応力以

下であること。 

ただし，許容組合せ応力は，ƒｔ以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容曲げ応力 

ƒｂ 

    Ｆ 

    1.5 

許容引張応力 
ƒｔ 

    Ｆ 

    1.5 

許容せん断応力 

ƒＳ 

    Ｆ 

   1.5・√3 

 

4.8.2 脱線防止ラグ取付ボルト及びブリッジガイドフレーム取付ボルトの応力評価 

4.6.2 項及び 4.6.3 項で求めた脱線防止ラグ取付ボルト及び，ブリッジガイドフレーム

取付ボルトの引張応力は，次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下であること。 

ただし，ƒｔ０は下表による。 

 

 

せん断応力はせん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であること。 

ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ0 

    Ｆ 

    2 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

    Ｆ 

   1.5・√3 

  

・ 1.5 

・ 1.5 

＊
＊

・ 1.5 

＊

・・・・・・・・・・ (4.8.2.1) 

・ 1.5 

＊
＊

ƒｔｓ＝Min［1.4・ƒｔ０－1.6・τｂ，ƒｔ０] 

・ 1.5 
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4.8.3 先端金具の応力評価 

4.6.4 項で求めた先端金具の応力が次式より求めた許容引張応力以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 

    Ｆ 

    2 

注：ここでのＦ は，設計引張強さを適用する。 

 

 

4.8.4 ワイヤロープの評価 

4.6.4 項で求めたワイヤロープの支持荷重が許容荷重以下であること。 

 

 

  

・ 1.5 

＊

＊
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

燃料取替機の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満

足しており，基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足

しており，基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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K6 ① Ⅵ-2-11-2-5 R0 

【燃料取替機の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

 1.1 設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度(℃) 

水平方向 鉛直方向 水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

燃料取替機 Ｂ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.31.7＊1 
  

ＮＳ方向 ＥＷ方向 

ＣＶ＝1.16 

又は＊5 
50 ＣＨ１＝1.37 

又は＊5 
ＣＨ２＝0.15＊4 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：評価上厳しくなるトロリ位置が中央にある場合の値。 

  ＊3：ＮＳ方向が卓越するモードの値。 

  ＊4：この方向はすべりを生じ最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないため，最大静止摩擦係数により水平方向設計震度を求めた。 

  ＊5：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 
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 1.2 機器要目 

ｍＢ 

(kg) 

ｍＴ 

(kg) 

ｍｍ 

(kg) 
 

ｎ１Ｂ 

（－） 

ｎ２Ｂ 

（－） 

ｎ１Ｔ（１） 

（－） 

ｎ１Ｔ（２） 

（－） 
 

ｎｗ 

（－） 

 
Ｅ 

(MPa) 

Ｅｗ 

(MPa) 
 

μ 

（－） 

ν 

（－） 

          
 

  
 

  

 

Ａ１Ｂ 

(mm2) 

Ａ２Ｂ 

(mm2) 

Ａ３Ｂ 

(mm2) 

Ａ４Ｂ 

(mm2) 

Ａ５Ｂ 

(mm2) 

Ａ６Ｂ 

(mm2) 

Ａ７Ｂ 

(mm2) 

Ａ８Ｂ 

(mm2) 

Ａ９Ｂ 

(mm2) 

Ａｂ１Ｂ 

(mm2) 

Ａｂ２Ｂ 

(mm2) 

         
 

 

 

 

 

Ａ１Ｔ（１） 

(mm2) 

Ａ２Ｔ（１） 

(mm2) 

Ａ４Ｔ（１） 

(mm2) 

Ａ５Ｔ（１） 

(mm2) 

Ａ６Ｔ（１） 

(mm2) 

Ａ７Ｔ（１） 

(mm2) 

Ａｂ１Ｔ（１） 

(mm2) 

Ａ１Ｔ（２） 

(mm2) 

Ａ２Ｔ（２） 

(mm2) 

Ａ４Ｔ（２） 

(mm2) 

Ａ５Ｔ（２） 

(mm2) 

Ａ６Ｔ（２） 

(mm2) 

Ａ７Ｔ（２） 

(mm2) 

Ａｂ１Ｔ

（２） 

(mm2) 

      
 

 
      

 

 

 

Ａｔ 

(mm2) 

ＡＷ 

(mm2) 

 
ａ１Ｂ 

(mm) 

ａ２Ｂ 

(mm) 

ａ３Ｂ 

(mm) 

ａ４Ｂ 

(mm) 

ａ５Ｂ 

(mm) 

ａ１Ｔ（１） 

(mm) 

ａ２Ｔ（１） 

(mm) 

ａ４Ｔ（１） 

(mm) 

ａ５Ｔ（１） 

(mm) 

ａ１Ｔ（２） 

(mm) 

ａ２Ｔ（２） 

(mm) 

ａ４Ｔ（２） 

(mm) 

ａ５Ｔ（２） 

(mm) 

  
 

             

 

ｂ１Ｂ 

(mm) 

ｂ２Ｂ 

(mm) 

ｂ３Ｂ 

(mm) 

ｂ４Ｂ 

(mm) 

ｂ５Ｂ 

(mm) 

ｂ６Ｂ 

(mm) 

ｂ７Ｂ 

(mm) 

ｂ８Ｂ 

(mm) 

ｂ９Ｂ 

(mm) 

ｂ１Ｔ（１） 

(mm) 

ｂ２Ｔ（１） 

(mm) 

ｂ４Ｔ（１） 

(mm) 

ｂ５Ｔ（１） 

(mm) 

ｂ６Ｔ（１） 

(mm) 

ｂ７Ｔ（１） 

(mm) 

               

 

ｂ１Ｔ（２） 

(mm) 

ｂ２Ｔ（２） 

(mm) 

ｂ４Ｔ（２） 

(mm) 

ｂ５Ｔ（２） 

(mm) 

ｂ６Ｔ（２） 

(mm) 

ｂ７Ｔ（２） 

(mm) 

ｄ１Ｂ 

(mm) 

ｄ２Ｂ 

(mm) 

ｄ１Ｔ（１） 

(mm) 

ｄ１Ｔ（２） 

(mm) 
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ｈ１Ｂ 

(mm) 

ｈ２Ｂ 

(mm) 

ｈ３Ｂ 

(mm) 

ｈ４Ｂ 

(mm) 

ｈ５Ｂ 

(mm) 

ｈ６Ｂ 

(mm) 

ｈ７Ｂ 

(mm) 

ｈ１Ｔ（１） 

(mm) 

ｈ２Ｔ（１） 

(mm) 

ｈ４Ｔ（１） 

(mm) 

ｈ５Ｔ（１） 

(mm) 

ｈ６Ｔ（１） 

(mm) 

            

 

ｈ１Ｔ（２） 

(mm) 
ｈ２Ｔ（２） 

(mm) 

ｈ４Ｔ（２） 

(mm) 

ｈ５Ｔ（２） 

(mm) 

ｈ６Ｔ（２） 

(mm) 

Ｌ１Ｂ 

(mm) 

Ｌ２Ｂ 

(mm) 

Ｌ３Ｂ 

(mm) 

Ｌ４Ｂ 

(mm) 

Ｌ５Ｂ 

(mm) 

Ｌ６Ｂ 

(mm) 

Ｌ７Ｂ 

(mm) 

Ｌ８Ｂ 

(mm) 

Ｌ９Ｂ 

(mm) 

Ｌ１０Ｂ 

(mm) 

Ｌ１１Ｂ 

(mm) 

Ｌ１２Ｂ 

(mm) 

Ｌ１３Ｂ 

(mm) 

                  

 

Ｌ１Ｔ（１） 

(mm) 

Ｌ２Ｔ（１） 

(mm) 

Ｌ３Ｔ（１） 

(mm) 

Ｌ４Ｔ（１） 

(mm) 

Ｌ５Ｔ（１） 

(mm) 

Ｌ６Ｔ（１） 

(mm) 

Ｌ７Ｔ（１） 

(mm) 

Ｌ１Ｔ（２） 

(mm) 

Ｌ２Ｔ（２） 

(mm) 

Ｌ３Ｔ（２） 

(mm) 

Ｌ４Ｔ（２） 

(mm) 

Ｌ５Ｔ（２） 

(mm) 

Ｌ６Ｔ（２） 

(mm) 

Ｌ７Ｔ（２） 

(mm) 

              

 

Ｌｗ 

(mm) 

 
Ｚ１Ｂ 

(mm3) 

Ｚ２Ｂ 

(mm3) 

Ｚ３Ｂ 

(mm3) 

Ｚ４Ｂ 

(mm3) 

Ｚ５Ｂ 

(mm3) 

Ｚ６Ｂ 

(mm3) 

Ｚ１Ｔ（１） 

(mm3) 

Ｚ２Ｔ（１） 

(mm3) 

Ｚ４Ｔ（１） 

(mm3) 

Ｚ５Ｔ（１） 

(mm3) 

 
 

          

 

Ｚ１Ｔ（２） 

(mm3) 

Ｚ２Ｔ（２） 

(mm3) 

Ｚ４Ｔ（２） 

(mm3) 

Ｚ５Ｔ（２） 

(mm3) 
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K6 ① Ⅵ-2-11-2-5 R0 

 

燃料取替機構造物フレーム 

 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

   

注記＊： の値を記載 

 

ブリッジ脱線防止ラグ ブリッジガイドフレーム 

本体 取付ボルト 本体 取付ボルト 

    

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

   
 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

  

＊ ＊ ＊ ＊

＊
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K6 ① Ⅵ-2-11-2-5 R0 

トロリ脱線防止ラグ トロリ片爪脱線防止ラグ 

本体 取付ボルト 本体 取付ボルト 

    

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

走行レール 横行レール  先端金具  ワイヤロープ 

     

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

 (MPa) 

 Ｓｕ 

(MPa) 

 Ｆｗ 

(N) 

        

＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊
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K6 ① Ⅵ-2-11-2-5 R0 

1.3 計算数値 

 

Ｆｂ１Ｂ 

(N) 

Ｆｂ２Ｂ 

(N) 

ＦＧＢ 

(N) 

ＦＨＢ 

(N) 

ＦＶＢ 

(N) 

ＦＶｂ 

(N) 

      

 

Ｆｂ１Ｔ（１） 

(N) 

Ｆｂ１Ｔ（２） 

(N) 

ＦＨＴ 

(N) 

ＦＨＴ（１） 

(N) 

ＦＨＴ（２） 

(N) 

ＦＶＴ 

(N) 

ＦＶＴ（１） 

(N) 

ＦＶＴ（２） 

(N) 

ＦＶｔ（１） 

(N) 

ＦＶｔ（２） 

(N) 

Ｆ 

(N) 

ＦＷ 

(N) 

 ｋＷ 

(N/mm) 

              

 

Ｍ１Ｂ 

(N･mm) 

Ｍ２Ｂ 

(N･mm) 

Ｍ３Ｂ 

(N･mm) 

Ｍ４Ｂ 

(N･mm) 

Ｍ５Ｂ 

(N･mm) 

Ｍ６Ｂ 

(N･mm) 

Ｍ１Ｔ（１） 

(N･mm) 

Ｍ２Ｔ（１） 

(N･mm) 

Ｍ４Ｔ（１） 

(N･mm) 

Ｍ５Ｔ（１） 

(N･mm) 

Ｍ１Ｔ（２） 

(N･mm) 

Ｍ２Ｔ（２） 

(N･mm) 

Ｍ４Ｔ（２） 

(N･mm) 

Ｍ５Ｔ（２） 

(N･mm) 

              

 

Ｍｂ１Ｂ 

(N･mm) 

Ｍｂ２Ｂ 

(N･mm) 

Ｍｂ１Ｔ（１） 

(N･mm) 

Ｍｂ１Ｔ（２） 

(N･mm) 

ＴＷ 

（ｓ） 

ｖ１ 

(mm/ｓ) 

ｖ２ 

(mm/ｓ) 

       

 

  



7
2
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 1.4 結論 

                                                            （単位：MPa） 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

燃料取替機構造物フレーム 
 

 

曲げ σ１Ｆ 210  

せん断 τ１Ｆ 17  

組合せ σｃ１Ｆ 212  

ブ

リ

ッ

ジ 

脱線防止ラグ 

Ｂ部  

曲げ σ２Ｂ 47  

せん断 τ２Ｂ 11  

組合せ σｃ２Ｂ 50  

取付ボルト 
 

 

引張り σｂｔ１Ｂ 79  

せん断 τｂ１Ｂ 4  

ガイドフレーム 

Ｃ部 
 

 

曲げ σ３Ｂ 151  

せん断 τ３Ｂ 26  

組合せ σｃ３Ｂ 157  

取付ボルト 
 

 

引張り σｂｔ２Ｂ 35  

せん断 τｂ２Ｂ 84  
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                                                            （単位：MPa） 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

ト

ロ

リ 

脱線防止ラグ 

Ａ部 
 

 

曲げ σ１Ｔ（１） 104  

引張り σｔ１Ｔ（１） 11  

せん断 τ１Ｔ（１） 5  

組合せ σｃ１Ｔ（１） 115  

取付ボルト 
 

 

引張り σｂｔ１Ｔ（１） 53  

せん断 τｂ１Ｔ（１） 10  

片爪脱線防止ラグ 

Ａ部 
 

 

曲げ σ１Ｔ（２） 104  

引張り σｔ１Ｔ（２） 11  

せん断 τ１Ｔ（２） 5  

組合せ σｃ１Ｔ（２） 115  

取付ボルト 
 

 

引張り σｂｔ１Ｔ（２） 40  

せん断 τｂ１Ｔ（２） 13  

走行レール Ｇ部  

曲げ σ６Ｂ 171  

せん断 τ６Ｂ 17  

組合せ σｃ６Ｂ 173  

横行レール Ｄ部  

曲げ σ５Ｔ（１） 88  

引張り σｔ５Ｔ（１） 23  

せん断 τ５Ｔ（１） 4  

組合せ σｃ５Ｔ（１） 111  

   注記＊：ƒｔｓ＝Min［1.4・ƒｔ０－1.6・τｂ，ƒｔ０] 

すべて許容応力以下である。 
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                                    （単位：N） 

部位 材料 荷重 算出荷重 許容荷重 

吊具 ワイヤロープ  支持荷重 Ｆｗ 3.263×104  

   許容荷重以下である。 

 

                                   （単位：MPa） 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

吊具 先端金具  引張り σｍ 289  

   許容応力以下である。 
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K6 ① Ⅵ-2-11-2-5 R0 

2. 重大事故等対処設備 

2.1  設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度(℃) 

水平方向 鉛直方向 水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

燃料取替機 － 
原子炉建屋 

T.M.S.L.31.7＊1 
  

ＮＳ方向 ＥＷ方向 

ＣＶ＝1.16 

又は＊4 
100 ＣＨ１＝1.37 

又は＊4 
ＣＨ２＝0.15＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：ＮＳ方向が卓越するモードの値。 

  ＊3：この方向はすべりを生じ最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないため，最大静止摩擦係数により水平方向設計震度を求めた。 

  ＊4：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

 

 

  



7
6
 

 

 

K6 ① Ⅵ-2-11-2-5 R0 

 2.2 機器要目 

ｍＢ 

(kg) 

ｍＴ 

(kg) 
 

ｎ１Ｂ 

（－） 

ｎ２Ｂ 

（－） 

ｎ１Ｔ（１） 

（－） 

ｎ１Ｔ（２） 

（－） 
 

Ｅ 

(MPa) 
 

μ 

（－） 

ν 

（－） 

         
 

  

 

Ａ１Ｂ 

(mm2) 

Ａ２Ｂ 

(mm2) 

Ａ３Ｂ 

(mm2) 

Ａ４Ｂ 

(mm2) 

Ａ５Ｂ 

(mm2) 

Ａ６Ｂ 

(mm2) 

Ａ７Ｂ 

(mm2) 

Ａ８Ｂ 

(mm2) 

Ａ９Ｂ 

(mm2) 

Ａｂ１Ｂ 

(mm2) 

Ａｂ２Ｂ 

(mm2) 

         
 

 

 

 

 

Ａ１Ｔ（１） 

(mm2) 

Ａ２Ｔ（１） 

(mm2) 

Ａ４Ｔ（１） 

(mm2) 

Ａ５Ｔ（１） 

(mm2) 

Ａ６Ｔ（１） 

(mm2) 

Ａ７Ｔ（１） 

(mm2) 

Ａｂ１Ｔ（１） 

(mm2) 

Ａ１Ｔ（２） 

(mm2) 

Ａ２Ｔ（２） 

(mm2) 

Ａ４Ｔ（２） 

(mm2) 

Ａ５Ｔ（２） 

(mm2) 

Ａ６Ｔ（２） 

(mm2) 

Ａ７Ｔ（２） 

(mm2) 

Ａｂ１Ｔ（２） 

(mm2) 

      
 

 
      

 

 

 

ａ１Ｂ 

(mm) 

ａ２Ｂ 

(mm) 

ａ３Ｂ 

(mm) 

ａ４Ｂ 

(mm) 

ａ５Ｂ 

(mm) 

ａ１Ｔ（１） 

(mm) 

ａ２Ｔ（１） 

(mm) 

ａ４Ｔ（１） 

(mm) 

ａ５Ｔ（１） 

(mm) 

ａ１Ｔ（２） 

(mm) 

ａ２Ｔ（２） 

(mm) 

ａ４Ｔ（２） 

(mm) 

ａ５Ｔ（２） 

(mm) 

ｂ１Ｂ 

(mm) 

ｂ２Ｂ 

(mm) 

ｂ３Ｂ 

(mm) 

ｂ４Ｂ 

(mm) 

                 

 

ｂ５Ｂ 

(mm) 

ｂ６Ｂ 

(mm) 

ｂ７Ｂ 

(mm) 

ｂ８Ｂ 

(mm) 

ｂ９Ｂ 

(mm) 

ｂ１Ｔ（１） 

(mm) 

ｂ２Ｔ（１） 

(mm) 

ｂ４Ｔ（１） 

(mm) 

ｂ５Ｔ（１） 

(mm) 

ｂ６Ｔ（１） 

(mm) 

ｂ７Ｔ（１） 

(mm) 

ｂ１Ｔ（２） 

(mm) 

ｂ２Ｔ（２） 

(mm) 

ｂ４Ｔ（２） 

(mm) 

ｂ５Ｔ（２） 

(mm) 

ｂ６Ｔ（２） 

(mm) 

ｂ７Ｔ（２） 

(mm) 

                 

 

ｄ１Ｂ 

(mm) 

ｄ２Ｂ 

(mm) 

ｄ１Ｔ（１） 

(mm) 

ｄ１Ｔ（２） 

(mm) 
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ｈ１Ｂ 

(mm) 

ｈ２Ｂ 

(mm) 

ｈ３Ｂ 

(mm) 

ｈ４Ｂ 

(mm) 

ｈ５Ｂ 

(mm) 

ｈ６Ｂ 

(mm) 

ｈ７Ｂ 

(mm) 

ｈ１Ｔ（１） 

(mm) 

ｈ２Ｔ（１） 

(mm) 

ｈ４Ｔ（１） 

(mm) 

ｈ５Ｔ（１） 

(mm) 

ｈ６Ｔ（１） 

(mm) 

ｈ１Ｔ（２） 

(mm) 

ｈ２Ｔ（２） 

(mm) 

ｈ４Ｔ（２） 

(mm) 

ｈ５Ｔ（２） 

(mm) 

ｈ６Ｔ（２） 

(mm) 

                 

 

Ｌ１Ｂ 

(mm) 

Ｌ２Ｂ 

(mm) 

Ｌ３Ｂ 

(mm) 

Ｌ４Ｂ 

(mm) 

Ｌ５Ｂ 

(mm) 

Ｌ６Ｂ 

(mm) 

Ｌ７Ｂ 

(mm) 

Ｌ８Ｂ 

(mm) 

Ｌ９Ｂ 

(mm) 

Ｌ１０Ｂ 

(mm) 

Ｌ１１Ｂ 

(mm) 

Ｌ１２Ｂ 

(mm) 

Ｌ１３Ｂ 

(mm) 

             

 

Ｌ１Ｔ（１） 

(mm) 

Ｌ２Ｔ（１） 

(mm) 

Ｌ３Ｔ（１） 

(mm) 

Ｌ４Ｔ（１） 

(mm) 

Ｌ５Ｔ（１） 

(mm) 

Ｌ６Ｔ（１） 

(mm) 

Ｌ７Ｔ（１） 

(mm) 

Ｌ１Ｔ（２） 

(mm) 

Ｌ２Ｔ（２） 

(mm) 

Ｌ３Ｔ（２） 

(mm) 

Ｌ４Ｔ（２） 

(mm) 

Ｌ５Ｔ（２） 

(mm) 

Ｌ６Ｔ（２） 

(mm) 

Ｌ７Ｔ（２） 

(mm) 

              

 

Ｚ１Ｂ 

(mm3) 

Ｚ２Ｂ 

(mm3) 

Ｚ３Ｂ 

(mm3) 

Ｚ４Ｂ 

(mm3) 

Ｚ５Ｂ 

(mm3) 

Ｚ６Ｂ 

(mm3) 

Ｚ１Ｔ（１） 

(mm3) 

Ｚ２Ｔ（１） 

(mm3) 

Ｚ４Ｔ（１） 

(mm3) 

Ｚ５Ｔ（１） 

(mm3) 

Ｚ１Ｔ（２） 

(mm3) 

Ｚ２Ｔ（２） 

(mm3) 

Ｚ４Ｔ（２） 

(mm3) 

Ｚ５Ｔ（２） 

(mm3) 
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K6 ① Ⅵ-2-11-2-5 R0 

 

燃料取替機構造物フレーム 

 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

   

注記＊： の値を記載 

 

 

ブリッジ脱線防止ラグ ブリッジガイドフレーム 

本体 取付ボルト 本体 取付ボルト 

    

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

   
 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

  

＊

＊ ＊ ＊ ＊
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K6 ① Ⅵ-2-11-2-5 R0 

 

トロリ脱線防止ラグ トロリ片爪脱線防止ラグ 

本体 取付ボルト 本体 取付ボルト 

    

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 

 

  

走行レール 横行レール 

  

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

 (MPa) 

    

＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊
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K6 ① Ⅵ-2-11-2-5 R0 

2.3 計算数値 

 

Ｆｂ１Ｂ 

(N) 

Ｆｂ２Ｂ 

(N) 

ＦＧＢ 

(N) 

ＦＨＢ 

(N) 

ＦＶＢ 

(N) 

ＦＶｂ 

(N) 

      

 

Ｆｂ１Ｔ（１） 

(N) 

Ｆｂ１Ｔ（２） 

(N) 

ＦＨＴ 

(N) 

ＦＨＴ（１） 

(N) 

ＦＨＴ（２） 

(N) 

ＦＶＴ 

(N) 

ＦＶＴ（１） 

(N) 

ＦＶＴ（２） 

(N) 

ＦＶｔ（１） 

(N) 

ＦＶｔ（２） 

(N) 

          

 

Ｍ１Ｂ 

(N･mm) 

Ｍ２Ｂ 

(N･mm) 

Ｍ３Ｂ 

(N･mm) 

Ｍ４Ｂ 

(N･mm) 

Ｍ５Ｂ 

(N･mm) 

Ｍ６Ｂ 

(N･mm) 

Ｍ１Ｔ（１） 

(N･mm) 

Ｍ２Ｔ（１） 

(N･mm) 

Ｍ４Ｔ（１） 

(N･mm) 

Ｍ５Ｔ（１） 

(N･mm) 

          

 

Ｍ１Ｔ（２） 

(N･mm) 

Ｍ２Ｔ（２） 

(N･mm) 

Ｍ４Ｔ（２） 

(N･mm) 

Ｍ５Ｔ（２） 

(N･mm) 

Ｍｂ１Ｂ 

(N･mm) 

Ｍｂ２Ｂ 

(N･mm) 

Ｍｂ１Ｔ（１） 

(N･mm) 

Ｍｂ１Ｔ（２） 

(N･mm) 
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K6 ① Ⅵ-2-11-2-5 R0 

 2.4 結論 

                                                            （単位：MPa） 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

燃料取替機構造物フレーム 

 

 
 

曲げ σ１Ｆ 121  

せん断 τ１Ｆ 25  

組合せ σｃ１Ｆ 128  

ブ

リ

ッ

ジ 

脱線防止ラグ 

Ｂ部  

曲げ σ２Ｂ 15  

せん断 τ２Ｂ 4  

組合せ σｃ２Ｂ 16  

取付ボルト 
 

 

引張り σｂｔ１Ｂ 38  

せん断 τｂ１Ｂ 10  

ガイドフレーム 

Ｃ部 
 

 

曲げ σ３Ｂ 89  

せん断 τ３Ｂ 15  

組合せ σｃ３Ｂ 93  

取付ボルト 
 

 

引張り σｂｔ２Ｂ 21  

せん断 τｂ２Ｂ 50  
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                                                            （単位：MPa） 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

ト

ロ

リ 

脱線防止ラグ 

Ａ部 
 

 

曲げ σ１Ｔ（１） 103  

引張り σｔ１Ｔ（１） 8  

せん断 τ１Ｔ（１） 8  

組合せ σｃ１Ｔ（１） 110  

取付ボルト 
 

 

引張り σｂｔ１Ｔ（１） 44  

せん断 τｂ１Ｔ（１） 16  

片爪脱線防止ラグ 

Ａ部 
 

 

曲げ σ１Ｔ（２） 103  

引張り σｔ１Ｔ（２） 8  

せん断 τ１Ｔ（２） 8  

組合せ σｃ１Ｔ（２） 110  

取付ボルト 
 

 

引張り σｂｔ１Ｔ（２） 36  

せん断 τｂ１Ｔ（２） 22  

走行レール Ｇ部  

曲げ σ６Ｂ 101  

せん断 τ６Ｂ 10  

組合せ σｃ６Ｂ 103  

横行レール Ｄ部  

曲げ σ５Ｔ（１） 152  

引張り σｔ５Ｔ（１） 16  

せん断 τ５Ｔ（１） 7  

組合せ σｃ５Ｔ（１） 168  

   注記＊：ƒｔｓ＝Min［1.4・ƒｔ０－1.6・τｂ，ƒｔ０] 

すべて許容応力以下である。 

 


